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 社会的状況 

 人口及び産業の状況 

1. 人口の状況 

平戸市及び長崎県の人口の推移を第 3.2-1 図に、人口の推移、人口密度及び世帯数を第

3.2-1 表に、年齢別人口構成を第 3.2-2 表及び第 3.2-2 図に示す。平成 27 年国勢調査によ

ると、平戸市の人口は 31,920 人であり、平成 17 年からの人口の推移をみると減少傾向に

ある。 

人口密度は、長崎県 333.3 人/km2に対して平戸市は 135.8 人/km2で、県平均を下回って

いる。 

また、人口の高齢化が進んでおり、65 歳以上の高齢者人口は平戸市では 37.3%を占め

ている。長崎県の 29.6%と比べても高く、全国平均の 26.6%と比べると 10%以上高くなっ

ている。 

 

第 3.2-1 表 人口、人口密度及び世帯数の推移 

項目 
人口（人） 

面積

（km2） 
人口密度（1km2 当たり） 

世帯数 

（世帯） 

平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 平成 27 年 平成 27 年 平成 27 年 

平戸市 38,389 34,905 31,920 235.08 135.8 12,421 

長崎県 1,478,632 1,426,779 1,377,187 4,132.09 333.3 560,720 

 〔「平成 17 年、22 年、27 年 国勢調査」（総務省統計局）より作成〕 

 

 

 

〔「平成 17 年、22 年、27 年 国勢調査」（総務省統計局）より作成〕 

第 3.2-1 図 人口の推移（各年 10 月 1 日現在） 
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第 3.2-2 表(1) 年齢別人口構成（平戸市：平成 27 年 10 月 1 日現在） 

（単位：人）  

年齢 
平戸市 

総数 男 女 

総数（年齢） 31,920 14,874 17,046 

不詳 10 9 1 

0～4 歳 1,120 569 551 

5～9 歳 1,231 610 621 

10～14 歳 1,369 706 663 

15～19 歳 1,257 635 622 

20～24 歳 762 421 341 

25～29 歳 958 492 466 

30～34 歳 1,169 595 574 

35～39 歳 1,387 706 681 

40～44 歳 1,635 805 830 

45～49 歳 1,811 913 898 

50～54 歳 2,029 1,029 1,000 

55～59 歳 2,394 1,186 1,208 

60～64 歳 2,874 1,458 1,416 

65～69 歳 2,822 1,407 1,415 

70～74 歳 2,314 963 1,351 

75～79 歳 2,321 942 1,379 

80～84 歳 2,198 827 1,371 

85～89 歳 1,438 444 994 

90～94 歳 625 139 486 

95～99 歳 166 15 151 

100 歳以上 30 3 27 

〔「平成 27 年 国勢調査」（総務省統計局）より作成〕 
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第 3.2-2 表(2) 年齢別人口構成（長崎県：平成 27 年 10 月 1 日現在） 

（単位：人） 

年齢 
長崎県 

総数 男 女 

総数（年齢） 1,377,187 645,763 731,424 

不詳 10,077 5,743 4,334 

0～4 歳 55,434 28,406 27,028 

5～9 歳 59,068 30,248 28,820 

10～14 歳 63,060 32,276 30,784 

15～19 歳 64,833 33,081 31,752 

20～24 歳 54,663 26,912 27,751 

25～29 歳 58,845 29,152 29,693 

30～34 歳 69,135 33,949 35,186 

35～39 歳 77,525 38,079 39,446 

40～44 歳 88,361 43,269 45,092 

45～49 歳 82,389 39,397 42,992 

50～54 歳 85,399 41,043 44,356 

55～59 歳 94,118 45,502 48,616 

60～64 歳 109,594 53,325 56,269 

65～69 歳 110,560 53,022 57,538 

70～74 歳 81,539 35,904 45,635 

75～79 歳 75,576 31,635 43,941 

80～84 歳 65,948 25,206 40,742 

85～89 歳 44,462 13,976 30,486 

90～94 歳 20,314 4,667 15,647 

95～99 歳 5,366 852 4,514 

100 歳以上 921 119 802 

〔「平成 27 年 国勢調査」（総務省統計局）より作成〕 
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（単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2-2 図 年齢別人口構成 
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2. 産業の状況 

産業構造及び産業配置 

平戸市及び長崎県の産業別就業者数を第 3.2-3 表、産業別就業者数割合を第 3.2-3 図に

示す。 

平成 27 年の産業別就業者数をみると、平戸市では、第一次産業は 20.0%、第二次産業

は 18.3%、第三次産業は 61.7%であり、第三次産業の割合が高くなっている。 

 

第 3.2-3 表 産業別就業者数（平成 27 年 10 月 1 日現在） 
（単位：人、斜字：％） 

産業（大分類） 平戸市 長崎県 

第一次産業 3,000  （20.0） 47,812   （7.7） 

農  業 1,651 36,049 

林  業 43 596 

漁  業 1,306 11,167 

第二次産業 2,755  （18.3） 125,674   （20.1） 

鉱業、採石業、砂利採取業 13 281 

建 設 業 1,485 53,234 

製 造 業 1,257 72,159 

第三次産業 9,276  （61.7） 450,488   （72.2） 

電気・ガス・熱供給・水道業 73 3,263 

情報通信業 26 6,276 

運輸業、郵便業 828 27,037 

卸売業、小売業 1,903 96,475 

金融業、保険業 179 15,076 

不動産業、物品賃貸業 54 8,199 

学術研究、専門・技術サービス業 144 16,486 

宿泊業、飲食サービス業 814 37,777 

生活関連サービス業、娯楽業 409 22,831 

教育、学習支援業 631 30,526 

医療、福祉 2,456 107,282 

複合サービス業 386 8,013 

サービス業（他に分類されないもの） 740 34,740 

公務（他に分類されるものを除く） 633 36,507 

分類不能の産業 181    （1.2） 20,180    （3.1） 

総 数 15,212 644,154 

注：1. 分類不能の産業とは、産業分類上いずれの項目にも分類し得ない事業所をいう。 

  2. 第一次～第三次産業の割合は第一次～第三次産業の合計に対する比率（％）を、分類  

    不能の産業の割合は総数に対する比率（％）を示す。 

〔「平成 27 年 国勢調査」（総務省統計局）より作成〕  
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第 3.2-3 図 産業別就業者数割合 

 

生産量及び生産額等 

 農 業 

平戸市及び長崎県の農業活動の概要を第 3.2-4 表に示す。総農家数のうち販売農家

の占める割合は平戸市で 66.0%、長崎県で 63.0%である。 

 

第 3.2-4 表 農業活動の概況（平成 27 年） 

（単位：戸） 

項目 総農家数 販売農家数 

 
自給的 

農家数 専業農家 
兼業農家 

計 第 1 種 第 2 種 

平戸市 2,420 1,597 481 1,116 169 947 823 

長崎県 33,802 21,304 8,065 13,239 3,260 9,979 12,498 

〔「長崎県統計年鑑（第 65 版）」（長崎県 HP、閲覧：令和元年 7 月）より作成〕  
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 林業 

平戸市及び長崎県の所有形態別森林面積は第 3.2-5 表のとおりである。 

平成 27 年度における森林面積は、平戸市で 12,731ha となっている。 

 

第 3.2-5 表 所有形態別森林面積（平成 27 年） 

（単位：ha）  

項目 
森林 

面積計 

国有林 民有林 

計 林野庁 

林野庁

以外の

官庁 

計 
独立行政

法人等 
公有林 私有林 

平戸市 12,731 346 337 9 12,385 － 1,922 10,463 

長崎県 241,469 23,739 22,974 765 217,730 2,646 41,441 173,643 

注：「－」は調査を行ったが事実のないものを示す。 

〔「農林業センサス 2015」（農林水産省 HP、閲覧：令和元年 7 月）より作成〕  

 

 水産業 

a. 海面漁業 

平戸市及び長崎県の海面漁業を営む漁業別経営体数は第 3.2-6 表のとおりである。 

平戸市における平成 25 年度の経営体数は 789 である。 
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第 3.2-6 表 海面漁業を営む漁業別経営体数（平成 25 年度） 
（単位：経営体） 

項目 長崎県 平戸市 

総数（実数） 7,690 789 

底 び き 網 

以西 2 － 

沖合 1 － 

小型 623 － 

船びき網 302 123 

まき網 
大中型 13 3 

中・小型 74 5 

刺網 1,438 147 

さんま棒受網 1 － 

定置網 
大型 46 2 

小型 333 54 

その他の網 364 51 

はえ縄 
まぐろ 7 － 

その他 668 77 

釣 

沿岸かつお 

一本釣 
－ － 

沿岸いか釣 1,822 320 

ひき縄釣 1,060 63 

その他の釣 3,448 419 

採貝・採藻 1,860 235 

その他の漁業 1,542 170 

海面養殖 

ぶり類 95 9 

まだい 88 10 

ひらめ 9 3 

まぐろ類 49 1 

その他の魚類 144 14 

かき類 267 6 

その他の貝類 122 3 

くるまえび 3 － 

こんぶ類 31 － 

わかめ類 125 1 

のり類 49 － 

真珠 91 4 

真珠母貝 96 3 

その他の養殖 15 － 

注：「－」は事実のないものを示す。 

〔「長崎県統計年鑑（第 65 版）」（長崎県 HP、閲覧：令和元年 7 月）より作成〕 
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 商業 

平戸市及び長崎県の事業所数、従業者数、年間商品販売額は第 3.2-7 表のとおりで

あり、平成 26 年における年間商品販売額は、平戸市は 27,288 百万円であり、長崎県

全体の 1.0%を占めている。 

 

第 3.2-7 表 商業の状況（平成 26 年） 

項目 
事業所数 

（事業所） 

従業者数 

（人） 

年間商品販売額 

（百万円） 

平戸市 416 1,602 27,288 

長崎県 14,231 90,933 2,787,832 

〔「長崎県統計年鑑（第 65 版）」（長崎県 HP、閲覧：令和元年 7 月）より作成〕 

 

 工業 

平戸市及び長崎県の平成 29 年の製造品出荷額等は第 3.2-8 表のとおりであり、平成

29 年における製造品出荷額等は、平戸市は 87.3 億円であり、長崎県全体の 0.5%を占

めている。 

 

第 3.2-8 表 工業の状況（従業員 4 人以上）（平成 29 年） 

項目 
事業所数 

（所） 

従業者数 

（人） 

現金給与総額 

（万円） 

原材料使用額等 

（万円） 

製造品出荷額等 

（万円） 

平戸市 59 870 197,272 392,738 873,474 

長崎県 1,676 58,643 22,652,768 89,243,388 173,973,347 

〔「平成 29 年確報 地域別統計表」（経済産業省 HP、閲覧：令和元年 7 月）より作成〕 
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 土地利用の状況 

1. 土地利用の状況 

平成 29 年の平戸市及び長崎県の土地利用の状況を第 3.2-9 表及び第 3.2-4 図に示す。 

平戸市の民有地は山林面積が 42.0%、原野が 12.8%を占め、市域の大半が山林や原野で

占められている。それ以外は、田が 20.8%、畑が 16.2%、宅地が 5.6%である。 

 

第 3.2-9 表 地目別土地利用（平成 29 年） 
（単位：ha、（ ）内は％） 

項目 総数 田 畑 宅地 山林 原野 池沼 その他 

平戸市 
12,919 

（100.0） 

2,691 

（20.8） 

2,095 

（16.2） 

729 

（5.6） 

5,427 

（42.0） 

1,650 

（12.8） 

6 

（0.0） 

321 

（2.5） 

長崎県 
205,378 

（100.0） 

24,140 

（11.8） 

43,700 

（21.3） 

20,385 

（9.9） 

93,932 

（45.7） 

13,312 

（6.5） 

67 

（0.0） 

6,840 

（3.3） 

注：市町の土地課税台帳及び土地補充課税台帳に登録された土地のうち、課税対象外（国、公有地、公共

用地、墓地、道路など）固定資産税が非課税とされている土地を除いたものである。  

〔「長崎県統計年鑑（第 65 版）」（長崎県 HP、閲覧：令和元年 7 月）より作成〕 

 

 

 

第 3.2-4 図 地目別土地利用の状況（平成 29 年） 
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2. 土地利用規制の状況 

都市地域 

対象事業実施区域及びその周辺の都市地域を第 3.2-5 図に示す。 

対象事業実施区域の一部が、都市地域に含まれているが、用途地域の指定はない。 

 

農業地域 

「長崎県農業振興地域整備基本方針」（長崎県、平成 28 年）によると、農業振興地域

として指定することを相当とする地域の位置及び規模は第 3.2-10 表のとおり定められて

いる。 

対象事業実施区域及びその周辺の農業地域は第 3.2-6図のとおりであり、対象事業実施

区域には農業地域が分布している。 

 

第 3.2-10 表 農業振興地域として指定することを相当とする地域の位置及び規模 

農業地帯名 指定予定地域名 指定予定地域の範囲 指定予定地域の規模 

県北農業地帯 
平戸地域 

（平戸市） 

都市計画法に基づく用途地域、自然公

園法に基づく国立公園の特別保護地区

及び規模の大きな森林等を除く区域 

総面積 18,819ha 

（農用地面積 3,876ha） 

〔「長崎県農業振興地域整備基本方針」（長崎県、平成28年）より作成〕  

 

森林地域 

対象事業実施区域及びその周辺の森林地域は第 3.2-7図のとおりであり、対象事業実施

区域には森林地域が分布している。 

 

3. 都市計画に基づく地域地区等の指定状況 

都市計画区域の指定状況 

対象事業実施区域及びその周辺には、「都市計画法」（昭和 43 年法律第 100 号、最終改

正：平成 30 年 4 月 25 日）の規定により指定された用途地域はない。 

 

都市計画公園及び都市計画緑地 

対象事業実施区域及びその周辺には、「都市計画法」（昭和 43 年法律第 100 号、最終改

正：平成 30 年 4 月 25 日）の規定により指定された都市計画公園及び都市計画緑地はな

い。 
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第 3.2-5 図 土地利用基本計画図（都市地域）  

「土地利用調整総合支援ネットワークシステム

（LUCKY）」（国土交通省 HP、閲覧：令和元年

7 月）               より作成 
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第 3.2-6 図 土地利用基本計画図（農業地域）  

「土地利用調整総合支援ネットワークシステム

（LUCKY）」（国土交通省 HP、閲覧：令和元年

7 月）              より作成 



3.2-14 

(146) 

 

第 3.2-7 図 土地利用基本計画図（森林地域）  

「土地利用調整総合支援ネットワークシステム 

（LUCKY）」（国土交通省 HP、閲覧：令和元年 

7 月）                より作成 
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 河川、湖沼及び海域の利用並びに地下水の利用の状況 

1. 内水面の利用状況 

農業による水利用の状況 

対象事業実施区域及びその周辺にみられる溜池は農業用水として利用されている。農

業用水の取水位置を第 3.2-8 図に示す。 

 

漁業の状況 

対象事業実施区域及びその周辺には漁業権の設定された内水面はない。 

 

2. 海域の利用状況 

港湾及び漁港の利用 

港湾区域は、「港湾法」（昭和 25 年法律第 218 号、最終改正：令和元年 12 月 6 日）に

より指定される。長崎県の港湾は、佐世保港が佐世保市の管理である他は、すべての港

が長崎県の管理となっている。また、漁港区域は、「漁港漁場整備法」（昭和 25 年法律第

137 号、最終改正：平成 30 年 12 月 14 日）により指定される。長崎県の漁港は、県と市

町村によって管理されている。 

対象事業実施区域及びその周辺における港湾及び漁港の状況を第 3.2-11 表に示す。対

象事業実施区域及びその周辺に港湾が大川原港の 1 か所、漁港が西浜、猪渡谷、古田、

前津吉の各漁港の 4 か所が整備されている。 

 

第 3.2-11 表 漁港の状況（漁港漁場整備法） 

地区名 第 1 種 第 2 種 第 3 種 特定第 3 種 第 4 種 

田平 

西浜漁港 

猪渡谷漁港 

古田漁港 

前津吉漁港 － － － 

備考：第 1 種 ：その利用が地元の漁業を主とするもの。 

第 2 種 ：その利用範囲が第１種漁港よりも広く、第 3 種漁港に属しないもの。 

第 3 種 ：その利用範囲が全国的なもの。 

特定第 3 種：第 3 種漁港の中でも水産業の振興上特に重要なもの。全国 13 か所。 

第 4 種 ：離島その他周辺地にあって漁場の開発又は漁船の避難上特に必要なもの。 

〔（長崎県水産部漁港漁場課 HP、閲覧：令和元年 7 月）より作成〕 
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漁業区域の状況 

対象事業実施区域及びその周辺の海域には、第 3.2-12 表及び第 3.2-8 図に示す漁業権及

び漁業区域等が設定されている。 

 

第 3.2-12 表 海面漁業権の内容 
免許番号 種類   漁業種類 

北共第 19 号 共同漁業権 

第 1 種：貝類漁業 3 件（あわび、かき、さざ

え）、藻類漁業 5 件（かじめ、ひじき

等）、その他漁業 5 件（いせえび、うに

等） 

第 2種：雑魚磯刺網、雑魚小型定置、雑魚かご、

しらうお四手網、きびな固定式刺網 

北共第 21 号 共同漁業権 

第 1 種：貝類漁業 4 件（あわび、さざえ、にな、

ばい）、藻類漁業 6 件（かじめ、てんぐ

さ等）、その他漁業 5 件（いせえび、う

に等） 

第 2 種：雑魚磯刺網、雑魚小型定置 

北共第 27 号 共同漁業権 

第 1 種：貝類漁業 6 件（あわび、かき等）、藻類

漁業 8 件（あおのり、あまのり等）、

その他漁業 5 件（いせえび、うに等） 

第 2 種：雑魚磯刺網、雑魚小型定置 

北共第 28 号 共同漁業権 

第 1 種：貝類漁業 7 件（あさり、あわび等）、藻

類漁業 9 件（あおのり、あまのり等）、

その他漁業 4 件（いせえび、うに、た

こ、なまこ） 

第 2 種：雑魚磯刺網、雑魚小型定置、雑魚かご 

北区第 2064 号 区画漁業権 第 1 種：介類垂下式養殖業（あこや貝を除く） 

北区第 2065 号 区画漁業権 第 1 種：介類垂下式養殖業（あこや貝を除く） 

北区第 2066 号 区画漁業権 第 1 種：介類垂下式養殖業（あこや貝を除く） 

「海しる 海洋状況表示システム」（海上保安庁 HP、閲覧：令和元年 7 月） 

より作成  
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第 3.2-8 図 水利用の状況（港湾、漁港、海面漁業権）  

「海しる 海洋状況表示システム」（海洋保安庁

HP、閲覧：令和元年 7 月） 

平戸市 農林課へのヒアリング（令和元年７月

実施）                     より作成 
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3. 地下水の利用状況 

平戸市の水道施設による水利用の状況を第 3.2-13 表に示す。 

平戸市の上水道は、主にダム直接、ダム放流、表流水、深井戸を利用している。平成

29 年度の年間実績取水量は、3,930 千 m3 となっている。 

 

第 3.2-13 表 水道施設による水利用の状況（平成 29 年度） 

市 種 別 水 源 
年間実績取水量 

（千 m3） 

平戸市 
上水道 

ダム直接 2,792 

ダム放流 359 

湖水 16 

表流水 291 

深井戸 472 

合 計 3,930 

〔「長崎県水道事業概要（平成 29 年度）」（長崎県 HP、閲覧：令和元年 7 月）より作成〕 
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 交通の状況 

1. 陸上交通の状況 

対象事業実施区域及びその周辺における主要道路の交通状況を第 3.2-14 表に、主要交

通網及び交通量調査地点の状況を第 3.2-9 図に示す。 

主な道路としては、一般国道 383 号及び主要地方道 60 号（獅子津吉線）等がある。 

対象事業実施区域は、主要地方道 60 号（獅子津吉線）に接続している。 

主要道路の平成 27 年における平日 12 時間交通量は、一般国道 383 号が津吉町で 2,986

台、主要地方道 60 号（獅子津吉線）は大川原町で 265 台、前津吉町で 305 台である。大

型車混入率は、一般国道 383 号は 6.2%、主要地方道 60 号（獅子津吉線）の大川原町で

は 7.9%、前津吉町では 13.8％となっている。 

なお、対象事業実施区域及びその周辺には、鉄道は存在しない。また、対象事業実施

区域及びその周辺の海上には航路の設定はない。 

 

第 3.2-14 表 主要道路の交通状況（平成 27 年） 

番号 路線名 観測地点 

12 時間交通量 (台・％) 24 時間交通量 (台・％) 

自動
車類
合計 

大型 

車類 

大型車 

混入率 

自動
車類
合計 

大型 

車類 

大型車 

混入率 

1 一般国道 383 号 
津吉町 705-1 
平戸農協前 2,986 186 6.2 3,643 265 7.3 

2 
主要地方道 60 号

（獅子津吉線） 

大川原町 265 21 7.9 329 24 7.3 

3 前津吉町 299-4 305 42 13.8 354 45 12.7 

注：表中番号は、第 3.2-9 図の交通量調査地点番号に対応する。 

「平成 27 年度全国道路・街路交通情勢調査（道路交通センサス）」（国土交通省 HP、閲覧：令和元年 7 月） 

より作成 
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第 3.2-9 図 主要交通網図 

「平成 27 年度全国道路・街路交通情勢調査 

（道路交通センサス）」（国土交通省 HP、閲覧： 

令和元年 7 月）           より作成 

※図中番号は第 3.2-14 表のとおりである。 
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 学校、病院その他の環境の保全についての配慮が特に必要な施設の配置の

状況及び住宅の配置の概況 

環境保全についての配慮が特に必要な施設として、学校、医療機関、社会福祉施設等

が挙げられる。対象事業実施区域及びその周辺における環境保全についての配慮が特に

必要な施設は、第 3.2-15 表及び第 3.2-10 図に示すとおり、小・中・高等学校 3 か所、保

育園 3 か所、社会福祉施設 3 か所、医療機関 1 か所があり、それらは主に一般国道 383

号及び主要地方道 60 号（獅子津吉線）沿いに分布している。 

なお、対象事業実施区域には、これらの環境保全上配慮すべき施設はない。 

 

第 3.2-15 表(1) 環境保全上配慮すべき施設（小・中・高等学校） 

区 分 施設名 所在地 

小学校 市立 津吉小学校 平戸市田代町 575 

中学校 市立 南部中学校 平戸市津吉町 241 

高等学校 県立 平戸高等学校 平戸市草積町 261 

〔「小学校・中学校」（平戸市 HP、閲覧：令和元年 7 月）より作成〕 

 

第 3.2-15 表(2) 環境保全上配慮すべき施設（保育園） 

区 分 施設名 所在地 

保育園 

私立 中津良保育所 平戸市猪渡谷町 722-2 

私立 小鳩保育園 平戸市辻町 205 

私立 津吉保育所 平戸市前津吉町 468-1 

〔「保育所（園）等」（平戸市 HP、閲覧：令和元年 7 月）より作成〕 

 

第 3.2-15 表(3) 環境保全上配慮すべき施設（社会福祉施設） 

区 分 施設名 所在地 

社会福祉施設 

私立 特別養護老人ホームわだつみの里 平戸市辻町 178 

私立 グループホーム翔里 平戸市津吉町 1051 

私立 たんぽぽの里 平戸市東中山町 32 

「介護事業所・生活関連情報検索」（厚生労働省 HP、閲覧：令和元年 7 月） 

「社会福祉法人の財務諸表等電子開示システム（WAM NET）」（独立行政法人福祉医療機構 HP、閲覧： 

令和元年 7 月）                                            より作成 

 

第 3.2-15 表(4) 環境保全上配慮すべき施設（医療機関） 

区 分 施設名 所在地 

医療機関 幸福堂医院 平戸市辻町 184-33 

〔「ながさき医療関連情報システム」（長崎県 HP、閲覧：令和元年 7 月）より作成〕 

 

対象事業実施区域及びその周辺における住宅の配置の状況は、津吉町及び前津吉町の

中心地に集中してみられるほかは、一般国道 383 号及び主要地方道 60 号（獅子津吉線）

沿いに集落が点在してみられる。 

最寄りの集落としては、対象事業実施区域から約 200～400m の距離に田代町、船木町、

敷佐町、大川原町がある。 

なお、対象事業実施区域には住宅の分布はない。 
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第 3.2-10 図 環境保全についての配慮が必要な施設 

「小学校・中学校」（平戸市 HP、閲覧：令和元年 7 月） 

「保育所（園）等」（平戸市 HP、閲覧：令和元年 7 月） 

「介護事業所・生活関連情報検索」（厚生労働省 HP、閲

覧：令和元年 7 月） 

「ながさき医療関連情報システム」（長崎県 HP、閲覧：

令和元年 7 月） 

「社会福祉法人の財務諸表等電子開示システム（WAM 

NET）」（独立行政法人福祉医療機構 HP、閲覧：令和元

年 7 月）                 より作成  
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 下水道の整備状況 

平戸市及び長崎県の汚水処理人口普及状況を第 3.2-16 表に示す。 

平成 29 年度末現在の平戸市の公共下水道による処理は 0.0%、農業集落排水による処

理が 0.5%、浄化槽による処理が 30.5%、コミュニティプラントによる処理が 0.7%であり、

汚水処理人口からみた普及率は 31.8%となっており、県全体と比較してかなり低くなっ

ている。 

 

第 3.2-16 表 汚水処理人口普及状況（平成 29 年度末現在） 

市・県 平戸市 長崎県 

住民基本台帳人口 人 31,831 1,369,047 

汚水処理 

人口内訳 

公共下水道 
処理人口 人      0   852,578 

普及率 % 0.0 62.3 

農業集落排水 
処理人口  人    167    40,311 

普及率 % 0.5 2.9 

漁業集落排水 
処理人口 人      0     8,838 

普及率 % 0.0 0.6 

浄化槽 
処理人口 人  9,711   191,490 

普及率 % 30.5 14.0 

コミュニティ 

プラント 

処理人口 人    230     5,289 

普及率 % 0.7 0.4 

汚水処理人口計         人  10,108 1,098,506 

汚水処理人口普及率 % 31.8 80.2 

注：普及率(%)＝処理人口/住民基本台帳人口×100 

〔「平成 29 年度末長崎県汚水処理人口普及状況」（長崎県 HP、閲覧：令和元年 7 月）より作成〕 
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 廃棄物の状況 

1. 一般廃棄物の状況 

平戸市の一般廃棄物処理施設の整備状況を第 3.2-17 表に示す。平戸市の一般廃棄物は

平戸市と松浦市で構成される北松北部環境組合及び平戸市により処理されている。また、

平戸市及び長崎県の平成 29 年度における処理量の実績は第 3.2-18 表のとおりである。ご

み総排出量は平戸市では 9,659t である。 

 

第 3.2-17 表 一般廃棄物処理施設の整備状況（平戸市） 

施設種別 事業主体 

現有施設の内容 更新、廃止、新設の内容 

型式及び 
処理方式 

処理能力 
開始
年 

更新、廃止予
定 

更新、廃止 
理由 

備 考 

ごみ処理施設 
北松北部 
環境組合 

全連続式ガス化 
溶融方式 

70t/日 H16 ― ― 
北松北部クリー
ンセンター 

ごみ処理施設 平戸市 
機械化バッチ 
燃焼方式 

5t/日 H9 H31 年度を目標
に北松北部ク
リーンセンタ
ーに集約 

ダイオキシン等
の排出削減対策
及び最終処分量
の削減のため 

大島村クリーン
センター 

リサイクル 
施設 

北松北部 
環境組合 

破砕･選別･圧縮 17t/日 H16 
北松北部クリー
ンセンター 

最終処分場 平戸市 ― 10,400m3 H3 ― ― 
平戸市総合衛生
センター不燃物
埋立処分場 

最終処分場 平戸市 ― 21,150m3 H9 ― ― 
志保良安定型最
終処分場 

最終処分場 平戸市 ― 25,000m3 H17 ― ― 
生月町管理型最
終処分場 

最終処分場 平戸市 ― 11,000m3 H5 ― ― 
田平町ごみ処理
最終処分場 

最終処分場 平戸市 ― 300,000m3 S50 ― ― 高崎埋立場 

最終処分場 平戸市 ― 1,139m3 H10 ― ― 
大島村遮断型最
終処分場 

〔「一般廃棄物処理基本計画」（平戸市、平成 28 年）より作成〕 

 

第 3.2-18 表 一般廃棄物処理量の状況（平成 29 年度実績） 

区分 平戸市 長崎県 

ごみ総排出量 

計画収集量(t) 8,025 396,363 

直接搬入量(t) 956 67,046 

集団回収量(t) 678 16,511 

合計(t) 9,659 479,920 

ごみ処理量 

直接焼却量(t) 7,591 400,939 

直接最終処分量(t) 20 9,788 

焼却以外の中間処理量(t) 1,323 44,342 

直接資源化量(t) 20 6,097 

合計(t) 8,954 461,166 

中間処理後再生利用量(t) 1,166 49,059 

リサイクル率(%)  19.4 15.0 

最終処分量(t) 417 43,534 

注：リサイクル率：（直接資源化量+中間処理後再生利用量+集団回収量）/ 

（ごみ処理量+集団回収量）×100 

「平成 29 年度一般廃棄物処理実態調査結果」（環境省 HP、閲覧：令和元年 7 月） 

より作成 

 

  



3.2-25 

(157) 

2. 産業廃棄物の状況 

対象事業実施区域から半径 50km の範囲における、中間処理施設及び最終処分場の施

設数は第 3.2-19 表に、中間処理施設及び最終処分場の立地状況は第 3.2-11 図のとおりで

あり、中間処理施設 46 施設、最終処分場 1 施設が分布している。 

 

第 3.2-19 表 産業廃棄物処理施設数（平成 24 年度） 
（単位：施設） 

県 市町村 中間処理施設 最終処分場 

長崎県 佐世保市 24 0 

長崎市 5 1 

西海市 4 0 

川棚町 1 0 

波佐見町 5 0 

平戸市 3 0 

小値賀町 1 0 

佐賀県 唐津市 3 0 

合計 46 1 

〔「国土数値情報（産業廃棄物施設データ）」（国土交通省国土政策局国土情報課 HP、閲覧：令和元年 7 月）より作成〕 
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〔「国土数値情報（産業廃棄物施設データ）」（国土交通省国土政策局国土情報課 HP、閲覧：令和元年 7 月）より作成〕 

第3.2-11図 中間処理施設及び最終処分場の立地状況 
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 環境の保全を目的とする法令等により指定された地域その他の対象及び当

該対象に係る規制の内容その他の環境の保全に関する施策の内容 

1. 公害関係法令等 

環境基準等 

 大気汚染 

大気汚染に係る環境基準は、「環境基本法」（平成 5 年法律第 91 号、最終改正：平成

30 年 6 月 13 日）に基づき全国一律に定められており、その内容は第 3.2-20 表に示す

とおりである。また、大気中のダイオキシン類に関しては第 3.2-21 表に示す基準がそ

れぞれ定められている。 

 

第 3.2-20 表(1) 大気汚染に係る環境基準 

物  質 環 境 上 の 条 件 

二酸化いおう 
1 時間値の 1 日平均値が 0.04ppm 以下であり、かつ、1 時間値が 0.1ppm
以下であること。 

一酸化炭素 
1 時間値の 1 日平均値が 10ppm 以下であり、かつ、1 時間値の 8 時間平
均値が 20ppm 以下であること。 

浮遊粒子状物質 
1 時間値の 1 日平均値が 0.10mg/m3 以下であり、かつ、1 時間値が
0.20mg/m3 以下であること。 

二酸化窒素 
1 時間値の 1 日平均値が 0.04ppm から 0.06ppm までのゾーン内又はそれ
以下であること。 

光化学オキシダント 1 時間値が 0.06ppm 以下であること。 

備考 
1. 環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域又は場所について

は、適用しない。 
2. 浮遊粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒子状物質であって、その粒径が 10μm 以下のもの

をいう。 
3. 二酸化窒素については、1 時間値の 1 日平均値が 0.04ppm から 0.06ppm までのゾーン内にある

地域にあっては、原則としてこのゾーン内において現状程度の水準を維持し、又はこれを大き
く上回ることとならないよう努めるものとする。 

4. 光化学オキシダントとは、オゾン、パーオキシアセチルナイトレートその他の光化学反応によ
り生成される酸化性物質（中性ヨウ化カリウム溶液からヨウ素を遊離するものに限り、二酸化
窒素を除く。）をいう。  

「大気の汚染に係る環境基準について」（昭和 48 年環境庁告示第 25 号、最終改正：平成 8 年 10 月 25 日） 

「二酸化窒素に係る環境基準について」（昭和 53 年環境庁告示第 38 号、最終改正：平成 8 年 10 月 25 日） 

  より作成 
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第 3.2-20 表(2) 大気汚染に係る環境基準（有害大気汚染物質） 

物  質 環 境 上 の 条 件 

ベンゼン 1 年平均値が 0.003mg/m3 以下であること。 

トリクロロエチレン 1 年平均値が 0.13mg/m3 以下であること。 

テトラクロロエチレン 1 年平均値が 0.2mg/m3 以下であること。 

ジクロロメタン 1 年平均値が 0.15mg/m3 以下であること。 

備考 
1. 環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域または場所につい

ては、適用しない。 
2. ベンゼン等による大気の汚染に係る環境基準は、継続的に摂取される場合には人の健康を損な

うおそれがある物質に係るものであることにかんがみ、将来にわたって人の健康に係る被害が
未然に防止されるようにすることを旨として、その維持又は早期達成に努めるものとする。  

「ベンゼン等による大気の汚染に係る環境基準について」（平成 9 年環境庁告示第 4 号、最終改正：平成 30 年 

11 月 19 日）                                        より作成 

 

第 3.2-20 表(3) 大気汚染に係る環境基準（微小粒子状物質） 

物  質 環 境 上 の 条 件 

微小粒子状物質 
1 年平均値が 15μg/m3 以下であり、かつ、1 日平均値が 35μg/m3 以下
であること。 

備考 
1. 環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域又は場所について

は、適用しない。 
2. 微小粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒子状物質であって、粒径が 2.5µm の粒子を 50%の割

合で分離できる分粒装置を用いて、より粒径の大きい粒子を除去した後に採取される粒子をい
う。 

〔「微小粒子状物質による大気の汚染に係る環境基準について」（平成 21 年環境省告示第 33 号）より作成〕 

 

第 3.2-21 表 大気中のダイオキシン類に係る環境基準 

物  質 環 境 上 の 条 件 

ダイオキシン類 1 年平均値が 0.6pg-TEQ/m3 以下であること。 

備考 
1. 環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域または場所につい

ては、適用しない。 
2. 基準値は、2,3,7,8-四塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシンの毒性に換算した値とする。 

「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及び土壌の汚染に係る環境基

準について」（平成 11 年環境庁告示第 68 号、最終改正：平成 21 年 3 月 31 日）        より作成 
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 騒音 

騒音に係る環境基準は、騒音に係る環境上の条件について生活環境を保全し、人の

健康を保護するうえで維持されることが望ましい基準として、「環境基本法」（平成 5

年法律第 91 号、最終改正：平成 30 年 6 月 13 日）に基づき定められている。平戸市に

おいては、騒音に係る環境基準の類型があてはめられている。騒音に係る環境基準の

地域類型を第 3.2-22 表に、環境基準を第 3.2-23 表に示す。 

 

第 3.2-22 表 騒音に係る環境基準の地域類型 

地域の類型 類 型 を あ て は め る 地 域 

A 
第 1 種低層住居専用地域、第 2 種低層住居専用地域、第 1 種中高層住居専用地

域、第 2 種中高層住居専用地域、田園住居地域 

B 第 1 種住居地域、第 2 種住居地域、準住居地域 

C 近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域 

「騒音に係る環境基準の類型を当てはめる地域の指定に係る法定受託事務の処理基準について」 

（平成 13 年環大企 3 号、最終改正：平成 30 年 2 月 19 日）            より作成 

 

第 3.2-23 表(1) 騒音に係る環境基準 

【一般環境騒音に係る環境基準（道路に面する地域以外の地域）】 

地域の類型 

基  準  値 

昼 間 

（6:00～22:00） 

夜 間 

（22:00～6:00） 

AA 50 デシベル以下 40 デシベル以下 

A 及び B 55 デシベル以下 45 デシベル以下 

C 60 デシベル以下 50 デシベル以下 

注：類型 AA：指定地域のうち静穏を必要とする療養施設、社会福祉施設、文教施設等が集合している地域である。  

類型 A ：指定地域のうち低層住居専用地域、中高層住居専用地域である。 

類型 B ：住居地域、準住居地域である。 

類型 C ：近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域である。 

〔「騒音に係る環境基準について」（平成 10 年環境庁告示第 64 号、最終改正：平成 24 年 3 月 30 日）より作成〕 
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第 3.2-23 表(2) 騒音に係る環境基準 

【道路交通騒音に係る環境基準（道路に面する地域）】 

地 域 の 区 分 

基 準 値 

昼 間 

（6:00～22:00） 

夜 間 

（22:00～6:00） 

A 地域のうち 2 車線以上の車線を有する道路に面する地域 60 デシベル以下 55 デシベル以下 

B 地域のうち 2 車線以上の車線を有する道路に面する地域
及び C 地域のうち車線を有する道路に面する地域 

65 デシベル以下 60 デシベル以下 

備考：車線とは、1 縦列の自動車が安全かつ円滑に走行するために必要な一定の幅員を有する帯状の車道部分を
いう。この場合において、幹線交通を担う道路に近接する空間については、上表にかかわらず、特例とし
て次表の基準値の欄に掲げるとおりとする。 

 
〔「騒音に係る環境基準について」（平成 10 年環境庁告示第 64 号、最終改正：平成 24 年 3 月 30 日）より作成〕 

 

第 3.2-23 表(3) 騒音に係る環境基準 

【道路交通騒音に係る環境基準（幹線交通を担う道路に近接する空間）】 

基     準     値 

昼 間 
（6:00～22:00） 

夜 間 
（22:00～6:00） 

70 デシベル以下 65 デシベル以下 
備考：個別の住居等において騒音の影響を受けやすい面の窓を主として閉めた生活が営まれていると認めら

れるときは、屋内へ透過する騒音に係る基準（昼間にあっては 45 デシベル以下、夜間にあっては 40
デシベル以下）によることができる。 

 
 
 

〔「騒音に係る環境基準について」（平成 10 年環境庁告示第 64 号、最終改正：平成 24 年 3 月 30 日）より作成〕 

 

 水質汚濁 

公共用水域及び地下水に係る環境基準は、「環境基本法」（平成 5 年法律第 91 号、最

終改正：平成 30 年 6 月 13 日）に基づき定められている。 

環境基準のうち、「人の健康の保護に関する環境基準」は第 3.2-24 表に示すとおり

であり、全公共用水域及び地下水について一律に定められており、対象事業実施区域

及びその周辺の海域については、A 類型があてはめられている。また、生活環境の保

全に関する環境基準は、公共用水域の類型ごとに、第 3.2-25 表～第 3.2-27 表のとおり

定められている。なお、公共用水域及び地下水のダイオキシン類に関しては、年間平

均値が 1pg-TEQ/L 以下という環境基準が定められている。 
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第 3.2-24 表(1) 人の健康の保護に関する環境基準 

項  目 水質汚濁に係る環境基準 

カドミウム 0.003mg/L 以下 

全シアン 検出されないこと 

鉛 0.01mg/L 以下 

六価クロム 0.05mg/L 以下 

砒素 0.01mg/L 以下 

総水銀 0.0005mg/L 以下 

アルキル水銀 検出されないこと 

PCB 検出されないこと 

ジクロロメタン 0.02mg/L 以下 

四塩化炭素 0.002mg/L 以下 

1,2-ジクロロエタン 0.004mg/L 以下 

1,1-ジクロロエチレン 0.1mg/L 以下 

シス-1,2-ジクロロエチレン 0.04mg/L 以下 

1,1,1-トリクロロエタン 1mg/L 以下 

1,1,2-トリクロロエタン 0.006mg/L 以下 

トリクロロエチレン 0.01mg/L 以下 

テトラクロロエチレン 0.01mg/L 以下 

1,3-ジクロロプロペン 0.002mg/L 以下 

チウラム 0.006mg/L 以下 

シマジン 0.003mg/L 以下 

チオベンカルブ 0.02mg/L 以下 

ベンゼン 0.01mg/L 以下 

セレン 0.01mg/L 以下 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10mg/L 以下 

ふっ素 0.8mg/L 以下 

ほう素 1mg/L 以下 

1,4-ジオキサン 0.05mg/L 以下 

備考  

1. 基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする｡  

2. 「検出されないこと」とは、定められた方法により測定した場合において、その結果が当該方法の定

量限界を下回ることをいう。第 3.2-25 表、第 3.2-26 表、第 3.2-27 表において同じ。 

3. 海域については、ふっ素及びほう素の基準値は適用しない。 

4. 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、規格 43.2.1、43.2.3 又は 43.2.5 により測定された硝酸イオン

の濃度に換算係数 0.2259 を乗じたものと規格 43.1 により測定された亜硝酸イオンの濃度に換算係数

0.3045 を乗じたものの和とする。 

〔「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和 46 年環境庁告示第 59 号、最終改正：平成 31 年 3 月 20 日）より作成〕  
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第 3.2-24 表(2) 人の健康の保護に関する環境基準（地下水） 

項  目 地下水の水質汚濁に係る環境基準 

カドミウム 0.003mg/L 以下 

全シアン 検出されないこと 

鉛 0.01mg/L 以下 

六価クロム 0.05mg/L 以下 

砒素 0.01mg/L 以下 

総水銀 0.0005mg/L 以下 

アルキル水銀 検出されないこと 

PCB 検出されないこと 

ジクロロメタン 0.02mg/L 以下 

四塩化炭素 0.002mg/L 以下 

クロロエチレン（別名塩化ビニル又は塩化ビ

ニルモノマー） 
0.002mg/L 以下 

1,2-ジクロロエタン 0.004mg/L 以下 

1,1-ジクロロエチレン 0.1mg/L 以下 

1,2-ジクロロエチレン 0.04mg/L 以下 

1,1,1-トリクロロエタン 1mg/L 以下 

1,1,2-トリクロロエタン 0.006mg/L 以下 

トリクロロエチレン 0.01mg/L 以下 

テトラクロロエチレン 0.01mg/L 以下 

1,3-ジクロロプロペン 0.002mg/L 以下 

チウラム 0.006mg/L 以下 

シマジン 0.003mg/L 以下 

チオベンカルブ 0.02mg/L 以下 

ベンゼン 0.01mg/L 以下 

セレン 0.01mg/L 以下 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10mg/L 以下 

ふっ素 0.8mg/L 以下 

ほう素 1mg/L 以下 

1,4-ジオキサン 0.05mg/L 以下 

備考 

1．基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については 、最高値とする｡ 

2．「検出されないこと」とは、定められた方法により測定した場合において、その結果が当該方法の定

量限界を下回ることをいう。 

3．硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、規格Ｋ0102 の 43.2.1、43.2.3、43.2.5 又は 43.2.6 により測定さ

れた硝酸イオンの濃度に換算係数 0.2259 を乗じたものと規格Ｋ0102 の 43.1 により測定された亜硝酸

イオンの濃度に換算係数 0.3045 を乗じたものの和とする。 

4．1，2-ジクロロエチレンの濃度は、規格 K0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.2 により測定されたシス体の濃度と

規格 K0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.1 により測定されたトランス体の濃度の和とする。 

「地下水の水質汚濁に係る環境基準について」（平成 9 年環境庁告示第 10 号、最終改正：平成 31 年 3 月 20 日） 

より作成 
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第 3.2-25 表(1) 生活環境の保全に関する環境基準（湖沼を除く河川） 

項目 

 

類型 

利用目的の適応性 

基   準   値 

水素イオン 
濃度（pH） 

生物化学的
酸素要求量
（BOD） 

浮遊物質量 
（SS） 

溶存酸素量
（DO） 

大腸菌群数 

AA 
水道 1 級 
自然環境保全及び 
Ａ以下の欄に掲げるもの 

6.5 以上 
8.5 以下 

1mg/L 以下 25mg/L 以下 7.5mg/L 以上 
50MPN/ 
100mL 以下 

A 

水道 2 級 
水産 1 級 
水  浴 
及び B 以下の欄に掲げる
もの 

6.5 以上 
8.5 以下 

2mg/L 以下 25mg/L 以下 7.5mg/L 以上 
1,000MPN/ 
100mL 以下 

B 

水道 3 級 
水産 2 級 
及び C 以下の欄に掲げる
もの 

6.5 以上 
8.5 以下 

3mg/L 以下 25mg/L 以下 5mg/L 以上 
5,000MPN/ 
100mL 以下 

C 
水産 3 級 
工業用水 1 級及び 
D 以下の欄に掲げるもの 

6.5 以上 
8.5 以下 

5mg/L 以下 50mg/L 以下 5mg/L 以上 ― 

D 
工業用水 2 級 
農業用水及び 
E の欄に掲げるもの 

6.0 以上 
8.5 以下 

8mg/L 以下 100mg/L 以下 2mg/L 以上 ― 

E 
工業用水 3 級 
環境保全 

6.0 以上 
8.5 以下 

10mg/L 以下 
ごみ等の浮遊
が認められな
いこと 

2mg/L 以上 ― 

備考 
1. 基準値は、日間平均値とする。 
2. 農業用利水点については、水素イオン濃度 6.0 以上 7.5 以下、溶存酸素量 5mg/L 以上とする。（湖沼もこれに準ずる。）。 
3. 水質自動監視測定装置とは、当該項目について自動的に計測することができる装置であって、計測結果を自動的に記録

する機能を有するもの又はその機能を有する機器と接続されているものをいう（湖沼海域もこれに準ずる。）。 
4  最確数による定量法とは、次のものをいう（湖沼、海域もこれに準ずる。）。 

試料 10ml、1ml、0.1ml、0.01ml･･････のように連続した 4 段階（試料量が 0.1ml 以下の場合は 1ml に希釈して用いる。）
を 5 本ずつ BGLB 醗酵管に移殖し、35～37℃、48±3 時間培養する。ガス発生を認めたものを大腸菌群陽性管とし、各試
料量における陽性管数を求め、これから 100ml 中の最確数を最確数表を用いて算出する。この際、試料はその最大量を
移殖したものの全部か又は大多数が大腸菌群陽性となるように、また最少量を移殖したものの全部か又は大多数が大腸
菌群陰性となるように適当に希釈して用いる。なお、試料採取後、直ちに試験ができない時は、冷蔵して数時間以内に
試験する。 

注 1．自然環境保全：自然探勝等の環境保全 
2．水道 1 級    ：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 

水道 2 級    ：沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの 
水道 3 級    ：前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの 

3．水産 1 級    ：ヤマメ、イワナ等貧腐水性水域の水産生物用並びに水産 2 級及び水産 3 級の水産生物用 
水産 2 級    ：サケ科魚類及びアユ等貧腐水性水域の水産生物用及び水産３級の水産生物用  
水産 3 級    ：コイ、フナ等、-中腐水性水域の水産生物用 

4．工業用水 1 級：沈殿等による通常の浄水操作を行うもの 
工業用水 2 級：薬品注入等による高度の浄水操作を行うもの 
工業用水 3 級：特殊の浄水操作を行うもの 

5.  環境保全   ：国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む。）において不快感を生じない限度 

〔「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和 46 年環境庁告示第 59 号、最終改正：平成 31 年 3 月 20 日）より作成〕 
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第 3.2-25 表(2) 生活環境の保全に関する環境基準（湖沼を除く河川） 
   項目 

 

類型 
水生生物の生息状況の適応性 

基 準 値 

全亜鉛 ノニルフェノール 
直鎖アルキルベ
ンゼンスルホン
酸及びその塩 

生 物 A 
イワナ、サケマス等比較的低温域を好む水生生物

及びこれらの餌生物が生息する水域 
0.03mg/L 以下 0.001mg／L 以下 0.03mg/L 以下 

生物特 A 

生物 A の水域のうち、生物 A の欄に掲げる水生生

物の産卵場（繁殖場）又は幼稚仔の生育場として
特に保全が必要な水域 

0.03mg/L 以下 0.0006mg／L 以下 0.02mg/L 以下 

生 物 B 
コイ、フナ等比較的高温域を好む水生生物及びこ

れらの餌生物が生息する水域 
0.03mg/L 以下 0.002mg／L 以下 0.05mg/L 以下 

生物特 B 

生物 A 又は生物 B の水域のうち、生物Ｂの欄に掲

げる水生生物の産卵場（繁殖場）又は幼稚仔の生
育場として特に保全が必要な水域 

0.03mg/L 以下 0.002mg／L 以下 0.04mg/L 以下 

備考：基準値は、年平均値とする。（湖沼、海域もこれに準ずる） 

〔「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和 46 年環境庁告示第 59 号、最終改正：平成 31 年 3 月 20 日）より作成〕 

 

第 3.2-26 表(1) 生活環境の保全に関する環境基準（湖沼） 

項目 

水域 
類型 

利用目的の適応性 

基   準   値 

水素イオン 
濃度 

（pH） 

化学的酸素
要求量

（COD） 

浮遊物質量 
（SS） 

溶存酸素量
（DO） 

大腸菌群数 

AA 

水道 1 級 

水産 1 級 

自然環境保全及び 

A 以下の欄に掲げるもの 

6.5 以上 

8.5 以下 
1mg/L 以下 1mg/L 以下 7.5mg/L 以上 

50MPN/ 

100mL 以下 

A 

水道 2･3 級 

水産 2 級 

水  浴 

及び B 以下の欄に掲げるもの 

6.5 以上 

8.5 以下 
3mg/L 以下 5mg/L 以下 7.5mg/L 以上 

1,000MPN/ 

100mL 以下 

B 

水産 3 級 

工業用水 1 級 

農業用水 

及び C の欄に掲げるもの 

6.5 以上 

8.5 以下 
5mg/L 以下 15mg/L 以下 5mg/L 以上 ― 

C 
工業用水 2 級 

環境保全 

6.0 以上 

8.5 以下 
8mg/L 以下 

ごみ等の浮遊
が認められな
いこと 

2mg/L 以上 ― 

備考 
1. 湖沼とは、天然湖沼及び貯水量が 1,000 万立方メートル以上であり、かつ、水の滞留期間が 4 日間以上である人

工湖をいう。 
2. 基準値は、日間平均値とする。 
3. 農業用利水点については、水素イオン濃度 6.0 以上 7.5 以下、溶存酸素量 5mg/L 以上とする。 
4. 水産 1 級、水産 2 級及び水産 3 級については、当分の間、浮遊物質量の項目の基準値は適用しない。 

注：1. 自然環境保全 ：自然探勝等の環境保全 
2. 水 道 1 級 ：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 

水道 2･3 級 ：沈殿ろ過等による通常の浄水操作、又は、前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの 
3. 水 産 1 級 ：ヒメマス等貧栄養湖型の水域の水産生物用並びに水産 2 級及び水産 3 級の水産生物用 

水 産 2 級  ：サケ科魚類及びアユ等貧栄養湖型の水域の水産生物用及び水産 3 級の水産生物用 
水 産 3 級  ：コイ・フナ等富栄養湖型の水域の水産生物用 

4. 工業用水 1 級 ：沈殿等による通常の浄水操作を行うもの 
工業用水 2 級 ：薬品注入等による高度の浄水操作、又は、特殊な浄水操作を行うもの  

5. 環 境 保 全 ：国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む。）において不快感を生じない限度  

〔「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和 46 年環境庁告示第 59 号、最終改正：平成 31 年 3 月 20 日）より作成〕 
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第 3.2-26 表(2) 生活環境の保全に関する環境基準（湖沼） 

項目 
類型 

利 用 目 的 の 適 応 性 
基 準 値 

全 窒 素 全  燐 

Ⅰ 自然環境保全及びⅡ以下の欄に掲げるもの 0.1mg/L 以下 0.005mg/L 以下 

Ⅱ 
水道 1･2･3 級（特殊なものを除く。） 
水産 1 種 
水浴及びⅢ以下の欄に掲げるもの 

0.2mg/L 以下 0.01mg/L 以下 

Ⅲ 水道 3 級（特殊なもの）及びⅣ以下の欄に掲げるもの 0.4mg/L 以下 0.03mg/L 以下 

Ⅳ 水産 2 種及びⅤの欄に掲げるもの 0.6mg/L 以下 0.05mg/L 以下 

Ⅴ 

水産 3 種 
工業用水 
農業用水 
環境保全 

1 mg/L 以下 0.1mg/L 以下 

備考 
1. 湖沼とは、天然湖沼及び貯水量が 1,000 万立方メートル以上であり、かつ、水の滞留期間が 4 日間以上である人

工湖をいう 
2. 基準値は、年間平均値とする 
3. 水域類型の指定は、湖沼植物プランクトンの著しい増殖を生ずるおそれがある湖沼について行うものとし、全窒

素の項目の基準値は、全窒素が湖沼植物プランクトンの増殖の要因となる湖沼について適用する  
4. 農業用水については、全燐の項目の基準値は適用しない  

注： 1. 自然環境保全 ：自然探勝等の環境保全 
2. 水 道 1 級 ：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 

水 道 2 級 ：沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの 
水 道 3 級 ：前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの（「特殊なもの」とは、臭気物質の除去が可能

な特殊な浄水操作を行うものをいう。） 
3. 水 産 1 種 ：サケ科魚類及びアユ等の水産生物用並びに水産 2 種及び水産 3 種の水産生物用 

水 産 2 種 ：ワカサギ等の水産生物用及び水産 3 種の水産生物用 
水 産 3 種 ：コイ、フナ等の水産生物用 

4. 環 境 保 全 ：国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む。）において不快感を生じない限度  

〔「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和 46 年環境庁告示第 59 号、最終改正：平成 31 年 3 月 20 日）より作成〕 

 

第 3.2-26 表(3) 生活環境の保全に関する環境基準（湖沼） 
      項目 

 

 

類型 

水生生物の生息状況の適応性 

基 準 値 

全亜鉛 ノニルフェノール 

直鎖アルキルベンゼ

ンスルホン酸 

及びその塩 

生 物 A 

イワナ、サケマス等比較的低温
域を好む水生生物及びこれらの
餌生物が生息する水域 

0.03mg/L 以下 0.001mg/L 以下 0.03mg/L 以下 

生物特 A 

生物 A の水域のうち、生物 A の
欄に掲げる水生生物の産卵場
（繁殖場）又は幼稚仔の生育場
として特に保全が必要な水域 

0.03mg/L 以下 0.0006mg/L 以下 0.02mg/L 以下 

生 物 B 
コイ、フナ等比較的高温域を好
む水生生物及びこれらの餌生物
が生息する水域 

0.03mg/L 以下 0.002mg/L 以下 0.05mg/L 以下 

生物特 B 

生物 A 又は生物 B の水域のう
ち、生物 B の欄に掲げる水生生
物の産卵場（繁殖場）又は幼稚
仔の生育場として特に保全が必
要な水域 

0.03mg/L 以下 0.002mg/L 以下 0.04mg/L 以下 

備考：基準値は、年間平均値とする。 

〔「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和 46 年環境庁告示第 59 号、最終改正：平成 31 年 3 月 20 日）より作成〕 
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第 3.2-27 表(1) 生活環境の保全に関する環境基準（海域） 

項目 

類型 
利用目的の適応性 

基   準   値 

水素イオン 
濃度 

（pH） 

化学的酸素 
要求量

（COD） 

溶存酸素量 
（DO） 

大腸菌群数 
n-ﾍｷｻﾝ抽出 

物質 
（油分等） 

A 

水産 1 級 
水  浴 
自然環境保全及び 
B 以下の欄に掲げるもの 

7.8 以上 
8.3 以下 

2mg/L 以下 7.5mg/L 以上 
1,000MPN/ 
100mL 以下 

検出されな
いこと 

B 
水産 2 級 
工業用水及び 
C の欄に掲げるもの 

7.8 以上 
8.3 以下 

3mg/L 以下 5mg/L 以上 ― 
検出されな
いこと 

C 環 境 保 全 
7.0 以上 
8.3 以下 

8mg/L 以下 2mg/L 以上 ― ― 

備考 

1. 基準値は、日間平均値とする。 

2. 水産 1 級のうち、生食用原料カキの養殖の利水点については、大腸菌群数 70MPN/100mL 以下とする。 

注： 1. 自然環境保全：自然探勝等の環境保全 
2. 水 産 1 級：マダイ、ブリ、ワカメ等の水産生物用及び水産 2 級の水産生物用 

水 産 2 級：ボラ、ノリ等の水産生物用 
3. 環 境 保 全：国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む。）において不快感を生じない限度  

〔「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和 46 年環境庁告示第 59 号、最終改正：平成 31 年 3 月 20 日）より作成〕 

 

第 3.2-27 表(2) 生活環境の保全に関する環境基準（海域） 

項目 

類型 
利 用 目 的 の 適 応 性 

基 準 値 

全 窒 素 全  燐 

Ⅰ 
自然環境保全及びⅡ以下の欄に掲げるもの（水産 2 種及び 3 種を

除く。） 
0.2mg/L 以下 0.02mg/L 以下 

Ⅱ 
水産 1 種 

水浴及びⅢ以下の欄に掲げるもの（水産 2 種及び 3 種を除く。） 
0.3mg/L 以下 0.03mg/L 以下 

Ⅲ 水産 2 種及びⅣの欄に掲げるもの（水産 3 種を除く。） 0.6mg/L 以下 0.05mg/L 以下 

Ⅳ 

水産 3 種 

工業用水 

生物生息環境保全 

1 mg/L 以下 0.09mg/L 以下 

備考 

1. 基準値は、年間平均値とする。 

2. 水域類型の指定は、海洋植物プランクトンの著しい増殖を生ずるおそれがある海域について行うものとする。 

注：1. 自 然 環 境 保 全 ：自然探勝等の環境保全 
2. 水 産 1 種 ：底生魚介類を含め多様な水産生物がバランス良く、かつ、安定して漁獲される  

水 産 2 種 ：一部の底生魚介類を除き、魚類を中心とした水産生物が多獲される  
水 産 3 種  ：汚濁に強い特定の水産生物が主に漁獲される 

3. 生物生息環境保全 ：年間を通じて底生生物が生息できる限度 

〔「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和 46 年環境庁告示第 59 号、最終改正：平成 31 年 3 月 20 日）より作成〕 

 

第 3.2-27 表(3) 生活環境の保全に関する環境基準（海域） 
項目 

 

類型 水生生物の生息状況の適応性 

基 準 値 

全亜鉛 ノニルフェノール 

直鎖アルキルベン

ゼンスルホン酸及

びその塩 

生 物 A 水生生物の生息する水域 0.02mg/L 以下 0.001mg/L 以下 0.01mg/L 以下 

生物特 A 

生物 A の水域のうち、水生生物の

産卵場（繁殖場）又は幼稚仔の生

育場として特に保全が必要な水域 

0.01mg/L 以下 0.0007mg/L 以下 0.006mg/L 以下 

備考：基準値は、年間平均値とする。 

〔「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和 46 年環境庁告示第 59 号、最終改正：平成 31 年 3 月 20 日）より作成〕 
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第 3.2-12 図 水域の環境基準類型指定状況

「平成 29年度公共水域水質測定結果」（平戸市HP、 

閲覧：令和元年 7 月）         より作成 
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 土壌汚染 

土壌汚染に係る環境基準は、環境基本法（平成 5 年法律第 91 号、最終改正：平成

30 年 6 月 13 日）に基づき全国一律に定められている。また、土壌中のダイオキシン

類に関しては 1,000pg-TEQ/g 以下という環境基準が定められている。土壌汚染に係る

環境基準を第 3.2-28 表に示す。 

 

第 3.2-28 表 土壌汚染に係る環境基準 

項  目 環 境 上 の 条 件 

カドミウム 
検液 1L につき 0.01mg 以下であり、かつ農用地においては米 1kg につき 0.4mg 以

下であること。 

全シアン 検液中に検出されないこと。 

有機燐 検液中に検出されないこと。 

鉛 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 

六価クロム 検液 1L につき 0.05mg 以下であること。 

砒素 
検液 1L につき 0.01mg 以下であり、かつ農用地（田に限る）においては、土壌

1kg につき 15mg 未満であること。 

総水銀 検液 1L につき 0.0005mg 以下であること。 

アルキル水銀 検液中に検出されないこと。 

PCB 検液中に検出されないこと。 

銅 農用地（田に限る）において、土壌 1kg につき 125mg 未満であること。 

ジクロロメタン 検液 1L につき 0.02mg 以下であること。 

四塩化炭素 検液 1L につき 0.002mg 以下であること。 

クロロエチレン（別名塩化ビニル

又は塩化ビニルモノマー） 
検液 1L につき 0.002mg 以下であること。 

1,2-ジクロロエタン 検液 1L につき 0.004mg 以下であること。 

1,1-ジクロロエチレン 検液 1L につき 0.1mg 以下であること。 

シス-1,2-ジクロロエチレン 検液 1L につき 0.04mg 以下であること。 

1,1,1-トリクロロエタン 検液 1L につき 1mg 以下であること。 

1,1,2-トリクロロエタン 検液 1L につき 0.006mg 以下であること。 

トリクロロエチレン 検液 1L につき 0.03mg 以下であること。 

テトラクロロエチレン 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 

1,3-ジクロロプロペン 検液 1L につき 0.002mg 以下であること。 

チウラム 検液 1L につき 0.006mg 以下であること。 

シマジン 検液 1L につき 0.003mg 以下であること。 

チオベンカルブ 検液 1L につき 0.02mg 以下であること。 

ベンゼン 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 

セレン 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 

ふっ素 検液 1L につき 0.8mg 以下であること。 

ほう素 検液 1L につき 1mg 以下であること。 

1,4-ジオキサン 検液 1L につき 0.05mg 以下であること。 

備考 

1. 環境上の条件のうち検液中濃度に係るものにあっては付表に定める方法により検液を作成し、これを用いて測定を行

うものとする。 

2．カドミウム、鉛、六価クロム、砒素、総水銀、セレン、ふっ素及びほう素に係る環境上の条件のうち検液中濃度に係

る値にあっては、汚染土壌が地下水面から離れており、かつ、原状において当該地下水中のこれらの物質の濃度がそ

れぞれ地下水 1L につき 0.01mg、0.01mg、0.05mg、0.01mg、0.0005mg、0.01mg、0.8mg 及び 1mg を超えていない場合

には、それぞれ検液 1L につき 0.03mg、0.03mg、0.15mg、0.03mg、0.0015mg、0.03mg、2.4mg 及び 3mg とする。 

3．「検液中に検出されないこと」とは、定められた方法により測定した場合において、その結果が当該方法の定量限界

を下回ることをいう。 

4．有機燐とは、パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及び EPN をいう。 

5. 1,2-ジクロロエチレンの濃度は、日本工業規格 K0125 の 5.1、5.3.2 より測定されたシス体の濃度と日本工業規格

K0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.1 により測定されたトランス体の濃度の和とする。 

注：環境基準は、汚染がもっぱら自然的原因によることが明らかであると認められる場所及び原材料の堆積場、廃棄物の

埋立地その他の上表の項目の欄に掲げる項目に係る物質の利用又は処分を目的として現にこれらを集積している施設

に係る土壌については適用しない。 

〔「土壌の汚染に係る環境基準について」（平成 3 年環境庁告示第 46 号、最終改正：平成 31 年 3 月 20 日）より作成〕  
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 ダイオキシン類 

ダイオキシン類に係る環境基準は、「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚

濁（水底の底質の汚染を含む。）及び土壌の汚染に係る環境基準について」（平成 11 年

環境庁告示第 68 号、最終改正：平成 21 年 3 月 31 日）により、第 3.2-29 表のとおり定

められている。 

 

第 3.2-29 表(1) ダイオキシン類に係る基準（大気） 

特定施設の種類 基準値 

令別表第 1 第 1 号に掲げる焼結炉 0.1ng/m3 

令別表第 1 第 2 号に掲げる電気炉 0.5ng/m3 

令別表第 1 第 3 号に掲げる焙焼炉、焼結炉、溶鉱炉、溶解炉及び乾燥炉 1ng/m3 

令別表第 1 第 4 号に掲げる焙焼炉、溶解炉及び乾燥炉 1ng/m3 

令別表第 1 第 5 号に掲げる廃棄物の焼却炉 

焼却能力 4,000kg/h 以上 0.1ng/m3 

焼却能力 

2,000kg/h 以上 4,000kg/h 未満 
1ng/m3 

焼却能力 2,000kg 未満 5ng/m3 

備考：1. 表中の「令」とは、「ダイオキシン類対策特別措置法施行令」を指す。 

2. 許容限度は温度が零度であって、圧力一気圧の状態に換算した排出ガスによるものと

する。 

「ダイオキシン類対策特別措置法」（平成 11 年環境庁告示第 105 号、最終改正：平成 26 年 6 月 18 日） 

より作成  

 

第 3.2-29 表(2) ダイオキシン類に係る水質排出基準（水質） 

特定施設の種類 基準値 

令別表第 2 第 1 号から第 19 号までに掲げる施設 10pg-TEQ/L 以下 

備考：表中の「令」とは、「ダイオキシン類対策特別措置法施行令」を指す。  

「ダイオキシン類対策特別措置法」（平成 11 年環境庁告示第 105 号、最終改正：平成 26 年 6 月 18 日） 

より作成  
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規制基準等 

 大気汚染 

大気汚染については、「大気汚染防止法」（昭和 43 年法律第 97 号、最終改正：平成

29 年 6 月 2 日）等により、ばい煙発生施設を設置する工場又は事業場の事業活動に伴

って排出されるばい煙等について規制基準等が定められている。本事業ではそれらが

適用されるばい煙発生施設は設置されない。 

 

a. 有害物質の規制基準 

有害物質の規制基準は、「大気汚染防止法」により、有害物質の種類、施設の種類

及び規模ごとに排出基準が定められている。 

いおう酸化物の排出基準については、「大気汚染防止法施行規則」（昭和 46 年厚生

省・通商産業省令第 1 号、最終改正：平成 29 年 1 月 6 日）に基づき、次の式により

算出したいおう酸化物の量とされている。式のうち地域ごとに定められる K 値は、長

崎県平戸市は 17.5 となっている。 

 

q=K×10-3×He2 

ここで、 

q ：いおう酸化物の量 

（温度零度、圧力一気圧の状態に換算した立方メートル毎時） 

K ：法第三条第二項第一号 の政令で定める地域ごとの値 

He：規定する方法により補正された排出口の高さ（m） 

  

b. その他の大気汚染に係る規制基準等 

ばいじん、有害物質の一般排出基準については、「大気汚染防止法」に基づき、発

生施設の種類、規模ごとに排出基準値が定められているが、本事業ではそれらが適用

されるばい煙発生施設は設置されない。 



3.2-41 

(173) 

 騒音 

騒音の規制に関しては、「騒音規制法」（昭和 43 年法律第 98 条、最終改正：平成 26

年 6 月 18 日）、「長崎県未来につながる環境を守り育てる条例」（平成 20 年長崎県条例

第 15 号）に基づき、特定工場騒音に関する規制基準、特定建設作業に伴って発生する

騒音に関する規制基準及び道路交通騒音の要請限度が定められており、それらの基準

は第 3.2-30 表～第 3.2-35 表に示すとおりである。 

長崎県では 13 市 7 町において、用途地域に応じた規制地域及び基準値の指定を行っ

ている。なお、平戸市の都市計画区域内の用途地域は、騒音規制法に係る規制地域に

指定されているが、対象事業実施区域及びその周辺には指定地域はない。 

また、長崎県の条例により指定された施設の敷地境界線における騒音の規制基準が

定められており、その基準等は「騒音規制法」に基づく特定工場騒音の規制基準と同

じである。 

このほか、「長崎県未来につながる環境を守り育てる条例」により、飲食店営業に

伴う深夜騒音や商業宣伝を目的とする拡声機騒音についても使用制限や規制が行われ

ている。 

 

第 3.2-30 表 特定工場等において発生する騒音の規制基準 

時間の区分 

区域の区分 

朝 

（6:00～8:00） 

昼間 

（8:00～20:00） 

夕 

（20:00～22:00） 

夜間 

（22:00～6:00） 

第 1 種区域 45 デシベル 50 デシベル 45 デシベル 40 デシベル 

第 2 種区域 50 デシベル 60 デシベル 50 デシベル 45 デシベル 

第 3 種区域 60 デシベル 65 デシベル 60 デシベル 50 デシベル 

第 4 種区域 65 デシベル 70 デシベル 65 デシベル 55 デシベル 

備考： 
1. 第 1 種区域：良好な住居の環境を保全するため、特に静穏の保持を必要とする区域  
2. 第 2 種区域：住居の用に供されているため、静穏の保持を必要とする区域 
3. 第 3 種区域：住居の用にあわせて商業、工業等の用に供されている区域であって、そ

の区域内の住民の生活環境を保全するため、騒音の発生を防止する必要がある区域  
4. 第 4 種区域：主として工業等の用に供されている区域であって、その区域内の住民の

生活環境を悪化させないため、著しい騒音の発生を防止する必要がある区域  

「特定工場等において発生する騒音の規制に関する基準」（昭和 43 年厚生省・農林省・通商産業省・ 

運輸省告示第 1 号、最終改正：平成 27 年 4 月 20 日）                  より作成  
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第 3.2-31 表 騒音規制法による特定施設 

番号 名  称 

1 金属加工機械 

イ．圧延機械（原動機の定格出力の合計が 22.5kW 以上のものに限る。） 

ロ．製管機械 

ハ．ベンディングマシン（ロール式のものであって、原動機の定格出力が 3.75kW 以

上のものに限る。） 

ニ．液圧プレス（矯正プレスを除く。） 

ホ．機械プレス（呼び加圧能力が 294kN 以上のものに限る。） 

ヘ．せん断機（原動機の定格出力が 3.75kW 以上のものに限る。） 

ト．鍛造機 

チ．ワイヤーフォーミングマシン 

リ．ブラスト（タンブラスト以外のものであって、密閉式のものを除く。） 

ヌ．タンブラー 

ル．切断機（といしを用いるものに限る。） 

2 空気圧縮機及び送風機（原動機の定格出力が 7.5kW 以上のものに限る。） 

3 土石用又は鉱物用の破砕機、摩砕機、ふるい及び分級機（原動機の定格出力が 7.5kW

以上のものに限る。） 

4 織機（原動機を用いるものに限る。） 

5 建設用資材製造機械 

イ．コンクリートプラント（気泡コンクリートプラントを除き、混練機の混練容量が

0.45m3 以上のものに限る。） 

ロ．アスファルトプラント（混練機の混練重量が 200kg 以上のものに限る。） 

6 穀物用製粉機（ロール式のものであって、原動機の定格出力が 7.5kW 以上のものに限

る。） 

7 木材加工機械 

イ．ドラムバーカー 

ロ．チッパー（原動機の定格出力が 2.25kW 以上のものに限る。） 

ハ．砕木機 

ニ．帯のこ盤 （製材用のものにあっては原動機の定格出力が 15kW 以上のもの、木工

用のものにあっては原動機の定格出力が 2.25kW 以上のものに限る。） ホ．丸のこ盤 

ヘ．かんな盤（原動機の定格出力が 2.25kW 以上のものに限る。） 

8 抄紙機 

9 印刷機械（原動機を用いるものに限る。） 

10 合成樹脂用射出成形機 

11 鋳型造型機（ジョルト式のものに限る。） 

〔「騒音規制法施行令」（昭和 43 年政令第 324 号、最終改正：平成 23 年 11 月 28 日）より作成〕  
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第 3.2-32 表 長崎県未来につながる環境を守り育てる条例による指定施設 

番号 名  称 

1 冷凍機（原動機の定格出力が 7.5kW 以上のものに限る。） 

2 クーリングタワー（原動機の定格出力が 0.75kW 以上のものに限る。） 

3 板金作業又は製缶作業を行う作業場 

4 鉄骨又は橋梁の組立て作業場（現場作業を除く。） 

〔「長崎県未来につながる環境を守り育てる条例施行規則」（平成 20 年長崎県規則第 18 号の 6）より作成〕 

 

第 3.2-33 表 騒音に係る特定建設作業 

作 業 

1 
くい打機（けんもんを除く）、くい抜機又は、くい打くい抜機（圧入式くい打機くい抜機を除く）を

使用する作業（くい打機をアースオーガーと併用する作業を除く） 

2 びょう打機を使用する作業 

3 
さく岩機を使用する作業（一日における当該作業にかかわる二地点間の最大距離が 50 メートルをこえ

ない作業に限る） 

4 
空気圧縮機（電動機以外の原動機を用いるものであって、原動機の定格出力が 15kW 以上のもの）を

使用する作業 

5 

コンクリートプラント（混練容量が 0.45 立方メートル以上のもの）又はアスファルトプラント（混練

容量が 200kg 以上のもの）を設けて行う作業（モルタルを製造するためにコンクリートプラントを設

けて行う作業を除く） 

6 
トラクターショベル（原動機の定格出力 70kW以上）、バックホウ（原動機の定格出力 80kW以上）、

またはブルドーザー（原動機の定格出力 40kW 以上）を用いた作業 

「特定建設作業に伴つて発生する騒音の規制に関する基準」（昭和 43 年厚生省・建設省告示第 1 号、 

最終改正：平成 27 年 4 月 20 日）                            より作成 

 

第 3.2-34 表 特定建設作業に伴って発生する騒音の規制基準 

規制種別 

地域の区分 
基準値 作業時刻 

1 日当たり 
の作業時間 

作業期間 作業日 

第 1 号区域 
85 

デシベル 

19:00～7:00 の 
時間内でないこと 

10 時間を超 
えないこと 連続 6 日を 

超えないこと 

日曜日その他の
休日でないこと 

第 2 号区域 
22:00～6:00 の 

時間内でないこと 
14 時間を超 
えないこと 

注：1. 第 1 号区域；第 1 種区域、第 2 種区域及び第 3 種区域 

2. 第 2 号区域；第 4 種区域のうち、第 1 号区域を除く区域 

3. 基準値は特定建設作業の場所の敷地の境界線における値である。 

4. 基準値を超えている場合、騒音の防止の方法のみならず 1 日の作業時間を 4 時間以上間において短縮さ 

せることができる。 

5. バックホウ、トラクターショベル、ブルドーザは環境大臣が指定する低騒音型を除く。 

6. 適応除外作業 

（イ）災害・非常事態による作業 

（ロ）人の生命又は身体に対する危険の防止作業 

（ハ）鉄道の正常運行の確保に必要な作業 

（ニ）道路法に基づく道路使用許可条件が夜間、休日指定の場合 

（ホ）道路交通法に基づく道路使用許可条件が夜間、休日指定の場合 

（へ）変電所工事で休日に行う必要がある場合 

「特定建設作業に伴つて発生する騒音の規制に関する基準」（昭和 43 年厚生省・建設省告示第 1 号、 

最終改正：平成 27 年 4 月 20 日）                           より作成 

  



3.2-44 

(176) 

第 3.2-35 表 自動車騒音の要請限度 

時間の区分 

区域の区分 

昼間 

（6:00～22:00） 

夜間 

（22:00～6:00） 

1 
a 区域及びｂ区域のうち 1 車線を有する道

路に面する区域 
65 デシベル 55 デシベル 

2 
a 区域のうち 2 車線以上の車線を有する道

路に面する区域 
70 デシベル 65 デシベル 

3 

b 区域のうち 2 車線以上の車線を有する道

路に面する区域及び c 区域のうち車線を有

する道路に面する区域 

75 デシベル 70 デシベル 

備考：上表に掲げる区域のうち幹線交通を担う道路に近接する区域（2 車線以下の車線を有する
道路の場合は道路の敷地の境界線から 15m、2 車線を超える車線を有する道路の場合は道
路の敷地の境界線から 20m までの範囲をいう｡）に係る限度は上表にかかわらず、昼間に
おいては 75 デシベル、夜間においては 70 デシベルとする。 

注：a 区域､b 区域､c 区域とは､それぞれ次の各号に掲げる区域として都道府県知事又は市長が定めた区域を

いう｡ 

a区域：専ら住居の用に供される区域 

b区域：主として住居の用に供される区域 

c区域：相当数の住居と併せて商業、工業等の用に供される区域 

「騒音規制法第 17 条第 1 項の規定に基づく指定地域内における自動車騒音の限度を定める省令」 

（平成 12 年総理府令第 15 号、最終改正：平成 23 年 11 月 30 日）               より作成 

 

 振動 

振動の規制に関しては、「振動規制法」（昭和 51 年法律第 64 号、最終改正：平成 26

年 6 月 18 日）に基づき、特定工場等の振動に関する規制基準、特定建設作業に伴って

発生する振動に関する規制基準及び道路交通振動の要請限度が第 3.2-36 表～第 3.2-40

表のとおり定められている。 

長崎県では 7 市 4 町について、用途地域に応じた規制地域及び基準値の指定を行っ

ているが、対象事業実施区域及びその周辺には、「振動規制法」に定める規制地域は

ない。 
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第 3.2-36 表 特定工場等において発生する振動の規制に関する基準 

時間の区分 

区域の区分 

昼 間 

（8:00～20:00） 

夜 間 

（20:00～8:00） 

第 1 種区域 60 デシベル 55 デシベル 

第 2 種区域 65 デシベル 60 デシベル 

備考 

1. 第 1 種区域：第 1 種低層住居専用地域、第 2 種低層住居専用地域、第 1 種中高層住居専用地域、

第 2 種中高層住居専用地域、第 1 種住居地域、第 2 種住居地域、準住居地域及び相

当地域 

2. 第 2 種区域：近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域及び相当地域 

「特定工場等において発生する振動の規制に関する基準」（昭和 51 年環境庁告示第 90 号、 

最終改正：平成 27 年 4 月 20 日）                      より作成 

 

第 3.2-37 表 振動規制法による特定施設 

特定施設 規  格 

金属加工機械 

液圧プレス 矯正プレスを除く。 

機械プレス － 

せん断機 原動機の定格出力が 1.0kW 以上のものに限る。 

鍛造機 － 

ワイヤーフォーミングマシン 原動機の定格出力が 37.5kW 以上のものに限る。 

圧縮機 原動機の定格出力が 7.5kW 以上のものに限る。 

土石用又は鉱物用の破砕機、 

摩砕機、ふるい及び分級機 
原動機の定格出力が 7.5kW 以上のものに限る。 

織機 原動機を用いるものに限る。 

建設用資材 

製造機械 

コンクリートブロックマシン 原動機の定格出力の合計が 2.95kW 以上のものに限る。 

コンクリート管製造機械 
原動機の定格出力の合計が 10kW 以上のものに限る。 

コンクリート柱製造機械 

木材加工機械 
ドラムバーカー － 

チッパー 原動機の定格出力が 2.2kW 以上のものに限る。 

印刷機械 原動機の定格出力が 2.2kW 以上のものに限る。 

ゴム練用又は合成樹脂練用のロール機 
カレンダーロール機以外のもので、原動機の定格出

力が 30kW 以上のものに限る。 

合成樹脂用射出成形機 － 

鋳型造型機 ジョルト式のものに限る。 

〔「振動規制法施行令」（昭和 51 年政令第 280 号、最終改正：平成 23 年 11 月 28 日）より作成〕  
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第 3.2-38 表 振動に係る特定建設作業 

作 業 

1 くい打機（もんけん及び圧入式くい打機を除く。）、くい抜機（油圧式くい抜機を除く。）  

2 鋼球を使用して建築物その他の工作物を破壊する作業 

3 
舗装版破砕機を使用する作業（作業地点が連続的に移動する作業にあつては、一日における当該作業

に係る二地点間の最大距離が 50 メートルを超えない作業に限る。） 

4 
ブレーカー（手持式のものを除く。）を使用する作業（作業地点が連続的に移動する作業にあつて

は、一日における当該作業に係る二地点間の最大距離が 50 メートルを超えない作業に限る。） 

〔「振動規制法施行令」（昭和 51 年政令第 280 号、最終改正：平成 23 年 11 月 28 日）より作成〕 

 

第 3.2-39 表 特定建設作業に伴って発生する振動の規制に関する基準 

規制種別 

地域の区分 
基準値 作業時刻 

1 日当たり 

の作業時間 
作業期間 作業日 

第 1 号区域 
75 

デシベル 

19:00～7:00 の 

時間内でないこと 

10 時間を 

超えないこと 連続 6 日を 

超えないこと 

日曜日その他の 

休日でないこと 
第 2 号区域 

22:00～6:00 の 

時間内でないこと 

14 時間を 

超えないこと 

注：1. 第 1 号区域：振動規制地域で第 2 号区を除く地域 

2. 第 2 号区域：振動規制地域ないの工業地域（学校、病院等の敷地の周囲約 80ｍを除く。） 

〔「振動規制法施行規則」（昭和 51 年総理府令第 58 号、最終改正：平成 27 年 4 月 20 日）より作成〕 

 

第 3.2-40 表 道路交通振動の要請限度 

時間の区分  

 区域の区分 

昼 間 夜 間 

8:00～20:00 20:00～8:00 

第 1 種区域 65 デシベル 60 デシベル 

第 2 種区域 70 デシベル 65 デシベル 

注：1. 第 1 種区域及び第 2 種区域とは、特定工場等に係る規制基準の区域と同一である。 

2. 振動の測定場所は、道路の敷地の境界線とする。 

〔「振動規制法施行規則」（昭和 51 年総理府令第 58 号、最終改正：平成 27 年 4 月 20 日）より作成〕 
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 悪臭 

悪臭の規制基準は、「悪臭防止法」（昭和 46 年法律第 91 号、最終改正：平成 23 年

12 月 14 日）第 3 条及び第 4 条に基づき都道府県知事（政令市長）が「特定悪臭物質」

の濃度又は「臭気指数」いずれかの方法を採用し、次について定めるものとなってい

る。 

 

・第 1 号規制：敷地境界線における大気中の特定悪臭物質濃度（あるいは臭

気指数）の許容限度  

・第 2 号規制：煙突その他の気体排出口における排出気体中の特定悪臭物質

濃度（あるいは臭気指数・臭気排出強度）の許容限度  

・第 3 号規制：排出水中の特定悪臭物質濃度（あるいは臭気指数）の許容限

度  

  

長崎県では、12 市 6 町について悪臭の基準値及び規制地域を定めており、官能試験

法（三点比較式臭袋法）を取り入れた「長崎県悪臭防止指導要綱」を制定している。

この要綱では、適用地域を県下全域とし、悪臭防止法に基づき定めた規制地域の「A

区域」を第 1 種区域、その他を第 2 種区域として悪臭の規制基準を定め、行政指導の

指針としている。 

「長崎県悪臭防止指導要綱」における悪臭の規制基準を第 3.2-41 表～第 3.2-44 表に

示す。なお、悪臭の規制方式には「特定悪臭物質の排出濃度」及び「臭気指数」によ

る方式があるが、長崎県内では時津町及び大村市が臭気指数による規制を採用し、そ

の他の市町村は特定悪臭物質による規制を採用している。 

なお、対象事業実施区域及びその周辺における悪臭の指定区域はない。 
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第 3.2-41 表(1) 悪臭に係る規制基準（敷地境界線） 
（単位：ppm） 

地域の区分 

特定悪臭物質 
A 区域 B 区域 

アンモニア 1 以下 2 以下 

メチルメルカプタン 0.002 以下 0.004 以下 

硫化水素 0.02 以下 0.06 以下 

硫化メチル 0.01 以下 0.05 以下 

二硫化メチル 0.009 以下 0.03 以下 

トリメチルアミン 0.005 以下 0.02 以下 

アセトアルデヒド 0.05 以下 0.1 以下 

スチレン 0.4 以下 0.8 以下 

プロピオン酸 0.03 以下 0.07 以下 

ノルマル酪酸 0.002 以下 0.006 以下 

ノルマル吉草酸 0.0009 以下 0.002 以下 

イソ吉草酸 0.001 以下 0.004 以下 

プロピオンアルデヒド 0.05 以下 0.1 以下 

ノルマルブチルアルデヒド 0.009 以下 0.03 以下 

イソブチルアルデヒド 0.02 以下 0.07 以下 

ノルマルバレルアルデヒド 0.009 以下 0.02 以下 

イソバレルアルデヒド 0.003 以下 0.006 以下 

イソブタノール 0.9 以下 4 以下 

酢酸エチル 3 以下 7 以下 

メチルイソブチルケトン 1 以下 3 以下 

トルエン 10 以下 30 以下 

キシレン 1 以下 2 以下 

備考 

1. 区域の区分の A、B 区域とは、それぞれ次の各号に掲げる区域として、知事が定めた区

域をいう。 

2. B 区域 ：悪臭規制区域内で主として工業の用に供されている地域、その他悪臭に対する

順応の見られる地域 

3. A 区域 ：悪臭規制区域で B 区域以外の地域 

〔「悪臭防止法に基づく敷地境界線における規制基準」（平成 8 年長崎県告示第 737 号）より作成〕 

 

第 3.2-41 表(2) 悪臭に係る規制基準（排出口） 

事業場の煙突その他の気体排出口における許容限度 

第 3.2-41 表の許容限度を基礎として、特定悪臭物質（アンモニア、硫化水素、トリ

メチルアミン、プロピオンアルデヒド、ノルマルブチルアルデヒド、イソブチルア

ルデヒド、ノルマルバレルアルデヒド、イソバレルアルデヒド、イソブタノール、

酢酸エチル、メチルイソブチルケトン、トルエン及びキシレンに限る）の種類ごと

に、「悪臭防止法施行規則」（昭和 47 年総理府令第 39 号、最終改正：平成 23 年 11

月 30 日）第 3 条に定める方法により算出された流量とする。 
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第 3.2-41 表(3) 悪臭に係る規制基準（排出水） 
（単位：mg/L） 

特定悪臭物質 
事業場から敷地外に排出

される排出水の量 
A 区域 B 区域 

メチルメルカプタン 

0.001m3/s 以下の場合 0.03 0.06 

0.001m3/s を超え、 
0.1m3/s 以下の場合 

0.007 0.01 

0.1m3/s を超える場合 0.002 0.003 

硫化水素 

0.001m3/s 以下の場合 0.1 0.3 

0.001m3/s を超え、 
0.1m3/s 以下の場合 

0.02 0.07 

0.1m3/s を超える場合 0.005 0.02 

硫化メチル 

0.001m3/s 以下の場合 0.3 2 

0.001m3/s を超え、 
0.1m3/s 以下の場合 

0.07 0.3 

0.1m3/s を超える場合 0.01 0.07 

二硫化メチル 

0.001m3/s 以下の場合 0.6 2 

0.001m3/s を超え、 
0.1m3/s 以下の場合 

0.1 0.4 

0.1m3/s を超える場合 0.03 0.09 

〔「悪臭防止法に基づく敷地境界線における規制基準」（平成 8 年長崎県告示第 737 号）より作成〕 

 

第 3.2-42 表 長崎県悪臭防止指導要綱に基づく排出基準 

区域の区分 
工場等の敷地の境界線における 

臭気の濃度 

工場等の煙突その他の排出口に 

おける臭気の濃度 

第 1 種区域 臭気濃度 20 臭気濃度  500 

第 2 種区域 臭気濃度 30 臭気濃度 1,000 

備考 
1. 第 1 種区域とは、規制地域のうちの A 区域（「悪臭規制区域内で主として工業の用に供

されている地域、その他悪臭に対する順応の見られる地域」以外の区域）  
2. 第 2 種区域とは、第 1 種区域以外の区域  

〔「長崎県悪臭防止指導要綱」（長崎県、昭和 59 年）より作成〕 
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第 3.2-43 表 長崎県悪臭防止指導要綱に基づく施設基準 

施設基準 

1 工場等は、悪臭の漏れにくい構造の建物とすること。 

2 工場等の内部及び周辺は、悪臭が発生しないよう適正に管理すること。 

3 

悪臭を発生する作業は、工場等の敷地のうち、可能な限り周辺に影響を及ぼ

さない位置及び建物内において行うこと。ただし、周囲の状況等から支障が

ないと認められる場合はこの限りではない。 

4 
工場等において発生する汚水、汚物等は、悪臭が発生しないよう適正に処理

すること。 

5 
悪臭を発生する原材料、製品等は、悪臭の漏れにくい容器等に収納するとと

もに建物内に保管すること。 

6 
悪臭を発生する施設等は、できる限り密閉構造とし、かつ悪臭を外部に排出

しないような有効な脱臭装置を設置し、適正に処理すること。 

〔「長崎県悪臭防止指導要綱」（長崎県、昭和 59 年）より作成〕 

 

第 3.2-44 表 6 段階臭気強度表 

臭気強度 内  容 

0 無臭 

1 やっと感知できるにおい（検知閾値濃度） 

2 何のにおいかがわかる弱いにおい（認知閾値濃度） 

3 らくに感知できるにおい 

4 強いにおい 

5 強烈なにおい 

〔「臭気対策行政ガイドブック」（環境省環境管理局大気生活環境室、平成 14 年）より作成〕 

 

 水質汚濁 

対象事業実施区域及びその周辺における工場及び事業所からの排出水については、

「水質汚濁防止法」（昭和 45 年法律第 138 号、最終改正：平成 29 年 6 月 2 日）に基づ

き全国一律の排水基準（有害物質 28 物質、生活環境 15 項目）が第 3.2-45 表に示すと

おり定められている。 

平戸市においては、「長崎県未来につながる環境を守り育てる条例」（平成 20年長崎

県条例第 15 号）により、特定施設に応じた上乗せ排水基準も設定されているが、本事

業は規制の対象事業とはなっていない。 
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第 3.2-45 表(1) 水質汚濁に係る一律排水基準（有害物質） 

有 害 物 質 の 種 類 許 容 限 度 

カドミウム及びその化合物 0.03 mg/L 

シアン化合物 1   mg/L 

有機燐化合物
（パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及び EPN に限る。） 

1   mg/L 

鉛及びその化合物 0.1  mg/L 

六価クロム化合物 0.5  mg/L 

砒素及びその化合物 0.1  mg/L 

水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 0.005mg/L 

アルキル水銀化合物 検出されないこと 

ＰＣＢ 0.003mg/L 

トリクロロエチレン 0.1  mg/L 

テトラクロロエチレン 0.1  mg/L 

ジクロロメタン 0.2  mg/L 

四塩化炭素 0.02 mg/L 

1,2-ジクロロエタン 0.04 mg/L 

1,1-ジクロロエチレン 1   mg/L 

シス-1,2-ジクロロエチレン 0.4  mg/L 

1,1,1-トリクロロエタン 3   mg/L 

1,1,2-トリクロロエタン 0.06 mg/L 

1,3-ジクロロプロペン 0.02 mg/L 

チウラム 0.06 mg/L 

シマジン 0.03 mg/L 

チオベンカルブ 0.2  mg/L 

ベンゼン 0.1  mg/L 

セレン及びその化合物 0.1  mg/L 

ほう素及びその化合物 
海域以外 10 mg/L 

海域 230 mg/L 

ふっ素及びその化合物 
海域以外 8 mg/L 

海域 15 mg/L 

アンモニア、アンモニウム化合物、亜硝酸化合物及び硝酸化合物 （※）100 mg/L 

1,4-ジオキサン 0.5  mg/L 

備考 

1. 「検出されないこと。」とは、環境大臣が定める方法により排出水の汚染状態を検定した場合において、  

その結果が当該検定方法の定量限界を下回ることをいう。 

2. 砒(ひ)素及びその化合物についての排水基準は、水質汚濁防止法施行令及び廃棄物の処理及び清掃  

に関する法律施行令の一部を改正する政令（昭和 49 年政令第 363 号）の施行の再現に湧出して 

いる温泉（温泉法（昭和 23 年法律第 125 号）第 2 条第 1 項に規定するものをいう。以下同じ。）を 

利用する旅館業に属する事業場に係る排出水については、当分の間、適用しない。 

注：（※）アンモニア性窒素に 0.4 を乗じたもの、亜硝酸性窒素及び硝酸性窒素の合計量。 

〔「排水基準を定める省令」（昭和 46 年総理府令第 35 号、最終改正：令和元年 11 月 18 日）より作成〕 
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第 3.2-45 表(2) 水質汚濁に係る一律排水基準（その他の項目） 

項  目 許 容 限 度 

水素イオン濃度（pH） 
海域以外 5.8～8.6 

海域 5.0～9.0 

生物化学的酸素要求量（BOD） 160mg/L（日間平均 120mg/L） 

化学的酸素要求量（COD） 160mg/L（日間平均 120mg/L） 

浮遊物質量（SS） 200mg/L（日間平均 150mg/L） 

ノルマルへキサン抽出物質含有量（鉱油類含有量） 5mg/L 

ノルマルへキサン抽出物質含有量（動植物油脂類含有量）  30mg/L 

フェノール類含有量 5mg/L 

銅含有量 3mg/L 

亜鉛含有量 2mg/L 

溶解性鉄含有量  10mg/L 

溶解性マンガン含有量  10mg/L 

クロム含有量 2mg/L 

大腸菌群数 日間平均 3,000 個/cm3 

窒素含有量 120mg/L（日間平均 60mg/L） 

燐含有量  16mg/L（日間平均 8mg/L） 

備考 

1. 「日間平均」による許容限度は、１日の排出水の平均的な汚染状態について定めたものである。 

2.  この表に掲げる排水基準は、一日当たりの平均的な排出水の量が 50m3 以上である工場又は事業場に係る排

出水について適用する。 

3.  水素イオン濃度及び溶解性鉄含有量についての排水基準は、硫黄鉱業（硫黄と共存する硫化鉄鉱を掘採する

鉱業を含む。）に属する工場又は事業場に係る排出水については適用しない。  

4.  水素イオン濃度、銅含有量、亜鉛含有量、溶解性鉄含有量、溶解性マンガン含有量及びクロム含有量につい

ての排水基準は、水質汚濁防止法施行令及び廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令の一部を改正する政

令の施行の際現にゆう出している温泉を利用する旅館業に属する事業場に係る排出水については、当分の

間、適用しない。 

5.  生物化学的酸素要求量（BOD）についての排水基準は、海域及び湖沼以外の公共用水域に排出される排出水

に限って適用し、化学的酸素要求量（COD）についての排水基準は、海域及び湖沼に排出される排出水に限

って適用する。 

6.  窒素含有量についての排水基準は、窒素が湖沼植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがある湖沼

として環境大臣が定める湖沼、海洋植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがある海域（湖沼であ

って水の塩素イオン含有量が 1 リットルにつき 9,000 ミリグラムを超えるものを含む。以下同じ。）として環

境大臣が定める海域及びこれらに流入する公共用水域に排出される排出水に限って適用する。 

7.  燐含有量についての排水基準は、燐が湖沼植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがある湖沼とし

て環境大臣が定める湖沼、海洋植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがある海域として環境大臣

が定める海域及びこれらに流入する公共用水域に排出される排出水に限って適用する。 

※「環境大臣が定める湖沼」＝昭 60 環告 27（窒素含有量又は燐含有量についての排水基準に係る湖沼） 

「環境大臣が定める海域」＝平 5 環告 67（窒素含有量又は燐含有量についての排水基準に係る海域） 

〔「排水基準を定める省令」（昭和 46 年総理府令第 35 号、最終改正：令和元年 11 月 18 日）より作成〕  
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 土壌汚染 

「土壌汚染対策法」（平成 14 年法律第 53 号、最終改正：平成 29 年 6月 2日）では、

県知事は土壌の特定有害物質により人の健康被害に係る被害が生ずるおそれがあるも

のとして政令で定める基準に該当する土地があると認めるときは、当該土地の所有者

等に対して、土壌の特定有害物質による汚染の状況について、環境省例に定める方法

により調査させて、結果を報告するよう命ずることができる。土壌汚染状況調査で区

域の指定に係る基準に適合しない場合、県知事は当該土地の区域を、汚染の除去、拡

散の防止その他の措置を講ずることが必要な区域として指定するものとするが、対象

事業実施区域及びその周辺には要措置区域等はない。なお、「土壌汚染対策法」に基

づく区域の指定に係る基準（土壌対策法施行規則別表第三及び別表第四）は第 3.2-46

表のとおりである。 

また、農用地については「農用地の土壌の汚染防止等に関する法律」（昭和 45 年法

律第 139 号、最終改正：平成 23 年 8 月 30 日）が制定されているが、長崎県における

指定区域はない。 

 

第 3.2-46 表(1) 区域の指定に係る基準 

（土壌に水を加えた場合に溶出する特定有害物質） 

特定有害物質の種類 要 件 

カドミウム及びその化合物 検液 1L につきカドミウム 0.01mg 以下であること。 

六価クロム化合物 検液 1L につき六価クロム 0.05mg 以下であること。 

クロロエチレン 検液 IL につき 0.002mg 以下であること。 

シマジン 検液 1L につき 0.003mg 以下であること。 

シアン化合物 検液中にシアンが検出されないこと。 

チオベンカルブ 検液 1L につき 0.02mg 以下であること。 

四塩化炭素 検液 1L につき 0.002mg 以下であること。 

1.2-ジクロロエタン 検液 1L につき 0.004mg 以下であること。 

1.1-ジクロロエチレン 検液 1L につき 0.1mg 以下であること。 

1.2-ジクロロエチレン 検液 1L につき 0.04mg 以下であること。 

1.3-ジクロロプロペン 検液 1L につき 0.002mg 以下であること。 

ジクロロメタン 検液 1L につき 0.02mg 以下であること。 

水銀及びその化合物 
検液 1L につき水銀 0.0005mg 以下であり、かつ、検液中にアルキル

水銀が検出されないこと。 

セレン及びその化合物 検液 1L につきセレン 0.01mg 以下であること。 

テトラクロロエチレン 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 

チウラム 検液 1L につき 0.006mg 以下であること。 

1.1.1-トリクロロエタン 検液 1L につき 1mg 以下であること。 

1.1.2-トリクロロエタン 検液 1L につき 0.006mg 以下であること。 

トリクロロエチレン 検液 1L につき 0.03mg 以下であること。 

鉛及びその化合物 検液 1L につき鉛 0.01mg 以下であること。 

砒素及びその化合物 検液 1L につき砒素 0.01mg 以下であること。 

ふっ素及びその化合物 検液 1L につきふっ素 0.8mg 以下であること。 

ベンゼン 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 

ほう素及びその化合物 検液 1L につきほう素 1mg 以下であること。 

ポリ塩化ビフェニル 検液中に検出されないこと。 

有機りん化合物 検液中に検出されないこと。 

〔「土壌汚染対策法施行規則」（平成 14 年環境省令第 29 号、最終改正：平成 31 年 1 月 28 日）より作成〕  



3.2-54 

(186) 

第 3.2-46 表(2) 区域の指定に係る基準 

（土壌に含まれる特定有害物質） 

特定有害物質の種類 要 件 

カドミウム及びその化合物 土壌 1kg につきカドミウム 150mg 以下であること。 

六価クロム化合物 土壌 1kg につき六価クロム 250mg 以下であること。 

シアン化合物 土壌 1kg につき遊離シアン 50mg 以下であること。 

水銀及びその化合物 土壌 1kg につき水銀 15mg 以下であること。 

セレン及びその化合物 土壌 1kg につきセレン 150mg 以下であること。 

鉛及びその化合物 土壌 1kg につき鉛 150mg 以下であること。 

砒素及びその化合物 土壌 1kg につき砒素 150mg 以下であること。 

ふっ素及びその化合物 土壌 1kg につきふっ素 4,000mg 以下であること。 

ほう素及びその化合物 土壌 1kg につきほう素 4,000mg 以下であること。 

〔土壌汚染対策法施行規則（平成 14 年環境省令第 29 号、最終改正：平成 31 年 1 月 28 日）より作成〕  
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その他の環境保全計画等 

 長崎県 

長崎県では、平成 9 年 10 月に「長崎県環境基本条例」を制定し、これに基づき環境

保全に関する施策を総合的かつ計画的に推進することを目的として、平成 12 年 1 月に

「長崎県環境基本計画」を策定している。平成 16 年には計画の見直しを行い、平成

23 年には「第 2 次長崎県環境基本計画」を策定し、各種施策を具体的に展開している。

また、平成 28 年度には、「第 3 次長崎県環境基本計画」を策定し、平成 32 年度を目標

年度とする計画期間の中で、「海・山・人 未来につながる環境にやさしい長崎県」

をめざすべき環境像とし、その実現に向け第 3.2-47 表に示す 4 つの基本目標を掲げて

いる。この目標を達成するために環境保全に関する施策を推進している。 

特に閉鎖性海域である大村湾に関しては、「大村湾環境保全・活性化行動計画」を

平成 15 年 12 月に策定し、広域かつ総合的な水質保全対策を講じている。また、平成

21 年 3 月に第 2 期、平成 26 年 3 月に第 3 期、平成 31 年 3 月に第 4 期の計画を策定

し、各種施策を具体的に展開している。 

また、平成 21 年 3 月には「長崎県生物の多様性の保全に関する基本的な計画（長崎

県生物多様性保全戦略）」を策定し、環境保全地域の指定や希少生物の保護等に関す

る行動計画を定めている。平成 26 年 12 月には見直しを行い、取組を推進している。 

 

第 3.2-47 表 4 つの基本目標 

基本目標 

1 低炭素社会づくり 

2 人と自然が共生する地域づくり 

3 循環型社会づくり 

4 安全・安心で快適な環境づくり 

〔「第 3 次長崎県環境基本計画」（長崎県、平成 28 年）より作成〕  

 

 平戸市 

  平戸市では、平成 20 年度に「平戸市総合計画」を制定し、その中で自然環境につ

いての目標や施策体系も定めている。また、平成 30 年には、「第 2 次平戸市総合計画」

を策定し、市の未来像である、「夢あふれる 未来のまち 平戸」を実現するために、

「きずなをつなぐプロジェクト【協働、地域コミュニティ、シビックプライド】」を

共通プロジェクトと定めた上で、6 つの基本プロジェクトを策定している。自然環境

保全に係る分野についての主な取組みの施策体系は、第 3.2-48 表に示す。 
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第 3.2-48 表 自然環境保全に係る分野の主な施策体系 

基本プロジェクト 基本施策 施策 主な取組み（例） 

基本プロジェクト 4 

―まちをつくる 

プロジェクト― 

 

 

未来へつなぐ 

自然環境 

持続可能な低炭素

社会を実現する 

温室効果ガスの排出を

抑制する 

平戸市の資源を活用した再生可能エ

ネルギー導入の推進 

効果的・効率的な省エネルギー対策

の実施 

美しい自然環境

を守る 

自然環境を保全する 

自然公園・森林公園・海浜公園の維

持管理 

漂着ごみ・不法投棄の防止 

環境保全に取り組む人

を育てる 

環境教育・環境学習の推進 

環境保全ボランティアの育成 

散乱ごみを追放する 
散乱ごみパトロールの強化 

空きかん等回収キャンペーンの強化 

循環型社会を構

築する 

ごみ減量化とリサイク

ルを推進する 

環境団体と連携した啓発活動の充実 

ごみ減量化と有効資源の再利用化の

推進 

廃棄物の適正処理及び

処理施設を適正に管理

運営する 

廃棄物処理施設の長寿命化 

最終処分場の集約化 

良好な生活環境

を確保する 

生活排水対策を推進する 
適正な排水処理対策の普及啓発 

合併浄化槽設置の支援 

生活衛生対策を推進する 
斎場の適正管理 

墓地の適正管理・指導 

〔「第 2 次平戸市総合計画」（平戸市、平成 30 年）より作成〕 
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2. 自然関係法令等 

自然保護関係 

 自然公園法に基づく自然公園 

対象事業実施区域及びその周辺には、「自然公園法」（昭和 32 年 6 月 1 日 法律第 161

号、最終改正：令和元年 6 月 14 日）の第 5 条第 1 項の規定により指定された西海国立

公園が分布している。西海国立公園の概要を第 3.2-49 表に、位置を第 3.2-13 図及び第

3.2-14 図に示す。 

なお、対象事業実施区域には、自然公園は分布していない。 

 

第 3.2-49 表 西海国立公園の概要 

名 称 
面積

（ha） 
概要等 

西海国立公園 

（昭和 30 年 3 月 16 日指定） 
24,646 

西海国立公園は、長崎県西北に位置しており、すぐれた多島
海景観を特色としている。区域は大きく九州本土と一体とな
る平戸・九十九島地域と離島の宇久島から福江島にかけての
五島地域に分かれる。 

平戸島では、川内峠（かわちとうげ）の広大な草原や西海岸
の海食崖が発達し、生月島（いきつきじま）北西部の塩俵の
断崖においては大規模な柱状摂理が見られる。 

〔「国立公園」（環境省 HP、閲覧：令和元年 7 月）より作成〕  

 

 自然環境保全法に基づく保全地域 

対象事業実施区域及びその周辺には、「自然環境保全法」（昭和 47 年法律第 85 号、

最終改正：平成 31年 4月 26日）及び「長崎県未来につながる環境を守り育てる条例」

（平成 20 年長崎県条例第 15 号）に基づく自然環境保全地域は指定されていない。 

 

 世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関する条約第 11 条 2 の世界遺産一覧表に記

載された自然遺産の区域 

長崎県には、「世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関する条約」（平成 4 年条約第

7 号）の第 11 条 2 の世界遺産一覧表に記載された世界の文化遺産、「長崎と天草地方

の潜伏キリシタン関連遺産」（平成 30 年度記載）があるが、対象事業実施区域に構成

資産は分布していない。構成資産及び緩衝地帯の位置を第 3.2-14 図に示す。 

 

 都市緑地法第 5 条の規定により指定された緑地保全地域又は同法第 12 条第 1 項の

規定により指定された特別緑地保全地区の区域 

対象事業実施区域及びその周辺には、「都市緑地法」（昭和 48 年 9 月 1 日 法律第 72

号、最終改正：平成 30 年 6 月 27 日）に基づく緑地保全地域及び特別緑地保全地区は

ない。
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第 3.2-13 図 自然公園の状況  

「土地利用調整総合支援ネットワークシステ

ム（LUCKY）」（国土交通省 HP、閲覧：令和

元年 7月）            より作成 
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第 3.2-14 図 世界遺産の構成資産及び自然公園の状況  

「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産 

世界遺産登録推薦書」（文化庁、平成 29 年） 

「土地利用調整総合支援ネットワークシステ

ム（LUCKY）」（国土交通省 HP、閲覧：令和

元年 7 月）           より作成 
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 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律に基づく鳥獣保護区等 

「鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律」（平成 14 年法律第 88 号、

最終改正：平成 27 年 3 月 31 日）の第 28 条第 1 項の規定に基づく鳥獣保護区は、対象

事業実施区域の周辺に上枯木島・下枯木島鳥獣保護区が存在する。指定状況を第 3.2-

50 表に、位置を第 3.2-15 図に示す。 

 

第 3.2-50 表 鳥獣保護区の指定状況 

名称 区分 面積（ha） うち特別保護地区面積（ha） 期限 

上枯木島・下枯木島 県指定鳥獣保護区 21 ― 令和 10 年 10 月 31 日 

〔「鳥獣保護区・休猟区一覧」（長崎県 HP、閲覧：令和元年 7 月）より作成〕 

 

 特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する条約第 2 条 1 の規定により指

定された湿地の区域 

対象事業実施区域及びその周辺には、「特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿

地に関する条約」（昭和 55 年条約第 28 号、最終改正：平成 6 年 4 月 29 日）の第 2 条

1 の規定により指定された湿地の区域はない。 
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第 3.2-15 図 鳥獣保護区の位置  

「平成 30 年度鳥獣保護区等位置図（ハンターマ
ップ）」（長崎県 HP、閲覧：令和元年 7 月） 

より作成 
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文化財保護関係 

対象事業実施区域及びその周辺には、「文化財保護法」（昭和 25 年法律第 214 号、最終

改正：平成 30 年 6 月 8 日）に基づく国、県指定の史跡、名勝、天然記念物はないが、市

指定の天然記念物が分布している。天然記念物の指定状況を第 3.2-51 表に、位置を第

3.2-16 図に示す。 

対象事業実施区域には、これらの指定文化財は分布していない。 

周知の埋蔵文化財包蔵地の状況を第 3.2-52 表に、分布状況を第 3.2-17 図に示す。 

対象事業実施区域及びその周辺には、旧石器時代から近世までの遺跡が分布している。 

なお、対象事業実施区域には、周知の埋蔵文化財包蔵地は分布していない。 

 

第 3.2-51 表 対象事業実施区域及びその周辺における天然記念物 

指定区分 種 別 名 称 所 在 地 指定年月日 

平戸市 天然記念物 金立神社の社叢 前津吉町 昭和48年9月1日 

平戸市 天然記念物 慈眼桜 木ヶ津町 平成22年3月30日 

「平戸市の文化財一覧表」（平戸市 HP、閲覧：令和元年 7 月） 

「景観資産」（長崎県 HP、閲覧：令和元年 7 月）     より作成 
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第 3.2-16 図 天然記念物位置  

「平戸市の文化財一覧表」（平戸市 HP、閲覧：令和

元年 7 月） 

「景観資産」（長崎県 HP、閲覧：令和元年 7 月） 

より作成 



3.2-64 

(196) 

第 3.2-52 表 対象事業実施区域及びその周辺における埋蔵文化財 
番号 遺跡名 遺跡かな 種 別 時 代 

1 江の浦遺跡 えのうらいせき 遺物包含地 縄文時代 

2 坊頭畑第 3 遺跡 ぼうずばたけだいさんいせき 遺物包含地 旧石器時代/縄文時代 

3 坊頭畑第 2 遺跡 ぼうずばたけだいにいせき 遺物包含地 旧石器時代/縄文時代 

4 坊頭畑遺跡 ぼうずばたけいせき 遺物包含地 旧石器時代/縄文時代 

5 牟田ノ原第 3 遺跡 むたのはらだいさんいせき 遺物包含地 旧石器時代 

6 牟田ノ原第 2 遺跡 むたのはらだいにいせき 遺物包含地 旧石器時代 

7 牟田ノ原第 1 遺跡 むたのはらだいいちいせき 遺物包含地 旧石器時代/中世 

8 櫨神山遺跡 はぜかみやまいせき 遺物包含地 旧石器時代/縄文時代 

9 小牟田遺跡 こむたいせき 遺物包含地 縄文時代 

10 大川原遺跡 おおかわらいせき 遺物包含地 縄文時代 

11 キリシタン寺院跡 きりしたんじいんあと 社寺跡 近世 

12 敷佐遺跡 しきさいせき 遺物包含地 縄文時代 

13 西ノ門積石塚 にしのかどつみいしづか その他の墓 

（積石塚） 

中世 

14 西浜遺跡 にしはまいせき 遺物包含地 縄文時代 

15 敷佐廃寺跡 しきさはいじあと 社寺跡 近世 

16 若宮遺跡 わかみやいせき 遺物包含地 縄文時代 

17 船木城跡 ふなきじょうあと 城館跡 中世 

18 前津吉山下遺跡 まえつよしやましたいせき 遺物包含地 縄文時代/弥生時代 

19 前津吉城跡 まえつよしじょうあと 城館跡 中世 

20 峰ドンの墓 みねどんのはか 墳墓、石造物 中世 

21 神上第 1 遺跡 かみあげだいいちいせき 遺物包含地 旧石器時代/縄文時代 

22 神上第 2 遺跡 かみあげだいにいせき 遺物包含地 旧石器時代/縄文時代 

23 西中山遺跡 にしなかやまいせき 遺物包含地 旧石器時代/縄文時代 

24 田崎遺跡 たさきいせき 遺物包含地 旧石器時代/縄文時代 

25 津吉遺跡 つよしいせき 遺物包含地、墳墓 旧石器時代/縄文時代/弥

生時代/中世 

26 辻第 2 遺跡 つじだいにいせき 遺物包含地 縄文時代/弥生時代 

27 辻第 3 遺跡 つじだいさんいせき 遺物包含地 縄文時代/弥生時代 

28 辻第 1 遺跡 つじだいいちいせき 遺物包含地 縄文時代/弥生時代 

29 大野第 2 遺跡 おおのだいにいせき 遺物包含地 縄文時代 

30 大野第 1 遺跡 おおのだいいちいせき 遺物包含地 縄文時代 

31 鮎川ドンの墓 あゆかわどんのはか 墳墓、石造物 中世 

32 辻ドンの墓 つじどんのはか 墳墓、石造物 中世 

33 大川原の六地藏 おおかわらのろくじぞう 石造物 中世 

注：表中番号は、第 3.2-17 図の図中番号と対応する。 

〔「長崎県遺跡情報システム」（長崎県 HP、閲覧：令和元年 7 月）より作成〕 
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第 3.2-17 図 周知の埋蔵文化財包蔵地位置   

「長崎県遺跡情報システム」（長崎県 HP、閲覧：

令和元年 7 月）           より作成 

※図中番号は第 3.2-52 表の番号に対応する。 
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国土防災・景観保全関係  

 森林法に基づく保安林の指定 

対象事業実施区域及びその周辺には、「森林法」（昭和 26 年法律第 249 号、最終改

正：平成 30 年 6 月 1 日）に基づく保安林が指定されている。保安林の分布状況は第

3.2-18 図のとおり、対象事業実施区域内に水源涵養保安林、土砂崩壊防備保安林及び

干害防備保安林がある。 

なお、保安林内で立木の伐採などを行おうとする場合は、あらかじめ都道府県知事

の許可を受ける必要がある。 

 

 地すべり等防止法に基づく地すべり防止区域 

対象事業実施区域及びその周辺には、「地すべり等防止法」（昭和 33 年法律第 30 号、

最終改正：平成 29 年 6 月 2 日）に基づく地すべり防止区域の指定地がある。地すべり

防止区域の分布状況を第 3.2-19 図に示す。 

なお、対象事業実施区域には、地すべり防止区域はない。 

 

 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律に基づく急傾斜地崩壊危険区域 

対象事業実施区域及びその周辺には、「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する

法律」（昭和 44 年法律第 57 号、最終改正：平成 17 年 7 月 6 日）に基づく急傾斜地崩

壊危険区域の指定地がある。急傾斜地崩壊危険区域の分布状況を第 3.2-19 図に示す。 

なお、対象事業実施区域には、急傾斜地崩壊危険区域はない。 

 

 砂防法に基づく砂防指定地 

対象事業実施区域及びその周辺には「砂防法」（明治 30 年法律第 29 号、最終改正：

平成 25 年 11 月 22 日）に基づく砂防指定地がある。砂防指定地の分布状況を第 3.2-19

図に示す。 

なお、対象事業実施区域には砂防指定地はない。 

 

 景観計画区域 

平戸市全域は、「景観法」（平成 16 年法律第 110 号、最終改正：平成 30 年 6 月 8 日）

の第 8 条の規定により定められた景観計画区域となっている。なお、対象事業実施区

域には、一般景観計画区域が存在する。 

 

 風致地区 

対象事業実施区域及びその周辺には、「都市計画法」（昭和 43 年法律第 100 号、平成

30 年 4 月 25 日）の第 8 条第 1 項第 7 号の規定により指定された風致地区はない。 
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第 3.2-18 図 保安林の指定状況  

長崎県県北振興局農林部森林土木課へのヒア

リング（令和元年 7 月実施）  より作成 注：保安林の指定状況は対象事業実施区域内に該当するもの

のみ記載している。 
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第 3.2-19 図 地すべり防止区域・急傾斜地崩壊危険区域・砂防指定地の指定状況 

「長崎県電子国土総合防災 GIS」（長崎県

HP、閲覧：令和元年 7 月）  より作成 
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 関係法令等による規制状況のまとめ 

対象事業実施区域及びその周辺について、関係法令等による規制状況をまとめ、第

3.2-53 表に示す。 

 

第 3.2-53 表 関係法令等による規制状況のまとめ 

区 

分 
法令等 地域地区等の名称 

指定等の有無 

平戸市 

対象事業

実施区域

周辺 

対象事業 

実施区域 

土
地 

国土利用計画法 

都市地域 ○ ○ ○ 

農業地域 ○ ○ ○ 

森林地域 ○ ○ ○ 

公
害
防
止 

環境基本法 
騒音類型指定 ○ × × 

公害防止計画 × × × 

大気汚染防止法 指定地域 × × × 

騒音規制法 規制地域 ○ × × 

振動規制法 規制地域 × × × 

水質汚濁防止法 指定地域 × × × 

湖沼水質特別措置法 指定湖沼 × × × 

悪臭防止法 規制地域 ○ × × 

土壌汚染対策法 指定区域 × × × 

自
然
保
護 

自然環境保全法 
自然環境保全地域 × × × 

県自然環境保全地域 × × × 

自然公園法 

国立公園 ○ ○ × 

国定公園 × × × 

県立自然公園 × × × 

世界の文化遺産及び自然

遺産の保護に関する条約 
自然遺産 × × × 

都市緑地法 緑地保全地域 × × × 

鳥獣の保護及び管理並び

に狩猟の適正化に関する

法律 

鳥獣保護区 ○ ○ × 

絶滅のおそれのある野生

動植物の種の保存に関す

る法律 

生息地等保護区 × × × 

特に水鳥の生息地として

国際的に重要な湿地に関

する条約 

特に水鳥の生息地として国際的

に重要な湿地 
× × × 

文

化

財 

文化財保護法 

国指定史跡・名勝・天然記念物 ○ × × 

県指定史跡・名勝・天然記念物 ○ × × 

市指定史跡・名勝・天然記念物 ○ ○ × 

周知の埋蔵文化財包蔵地 ○ ○ × 

景

観 

景観法 景観計画区域 ○ ○ ○ 

都市計画法 風致地区 × × × 

国
土
防
災 

森林法 保安林 ○ ○ ○ 

砂防法 砂防指定地 ○ ○ × 

急傾斜地の崩壊による災

害の防止に関する法律 
急傾斜地崩壊危険区域 ○ ○ × 

地すべり等防止法 地すべり防止区域 ○ ○ × 

注： ○:指定あり、☓：指定なし 
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